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は じ め に 

 
茨城県では，茨城県消費者物価指数を毎月作成し公表していますが，この報告書は平成 19 年分を取り

まとめたものです。 

 平成19年の県消費者物価指数は総合で100.5（平成17年＝100）となり，平成18年と同水準でした。

これは，家電製品などが年間を通じて下落しているものの，10月からの原材料や原油価格の高騰の影響に

より食料品やエネルギーなどが上昇したことによるものです。 

さて,本県の作成する県消費者物価指数は,水戸市,日立市,土浦市,古河市,笠間市,取手市,つくば市，筑

西市の８市と鹿島地方（鹿嶋市,神栖市,鉾田市）における価格調査の結果をもとに算出したものです。 

 本書は,平成 19 年県消費者物価指数の動向，統計表などから構成されております。統計表については，

県・市別大分類指数など主要項目を毎月公表しております。これに加え本書では県・市別中分類指数をは

じめ寄与度，寄与率及び財・サービス別指数など詳細な結果を収録しております。物価の総合的な動きを

測る「ものさし」として,また景気判断や企業経営等の基礎資料として広くご利用いただけるものと期待

しております。 

最後に，物価調査の実施にあたり御協力をくださいました調査店舗・世帯の皆様をはじめ調査員及び関

係者の皆様方に対し厚く御礼申し上げますとともに今後とも，なお一層の御協力を賜りますようお願いい

たします。 

 

 

 

 

平成20年5月 

茨城県企画部長 清 瀬  和 彦 

 



利 用 上 の 注 意 

 
 

１ この消費者物価指数を算出するにあたり，物価調査を実施している対象地域は，水戸市，日立市，土

浦市，古河市，取手市（以上の５市については平成16年11月から平成18年3月までの合併前の旧区域），

笠間市（旧友部町区域），つくば市，筑西市（旧下館市区域），鹿嶋市（旧大野村を除く区域），神栖市（旧

神栖町区域），鉾田市（旧鉾田町区域）の11市です。 

 

２ この消費者物価指数は，水戸市，日立市，土浦市，古河市，笠間市，取手市，つくば市，筑西市，鹿

島地方（鹿嶋市，神栖市，鉾田市）の平成 17 年１年間の品目別平均価格を基準（100）として作成した

ものです。したがって，各市の物価の動きを時系列的にみようとするもので，県内各市相互間の物価の

地域格差を示すものではありません。 

なお，物価の地域格差については，統計表に全国の都市階級，地方及び，都道府県庁所在市等の消費

者物価地域差指数を掲載していますので御利用ください。 

 

３ 調査対象地域の拡充については，平成４年１月から鹿島地方３市を，平成４年７月から古河市の調査

店舗数をそれぞれ拡充しました。 

また，つくば市，鹿島地方については平成７年基準から中分類指数を公表しています。 

なお，笠間市の指数については，精度の観点から公表していません。 

 

４  この報告書の各表における符号の用法は次のとおりです。 

        「－」  該当数字なし 

        「０」  単位未満 

 

５  この報告書についての照会は，下記にお願いします。 

 

        茨城県企画部統計課  物価家計グループ 

        〒310-8555 水戸市笠原町９７８番６ 

        電話 029（301）2661 ダイヤルイン 
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Ⅰ 平成19年茨城県消費者物価指数の動向 
 

 

１ 概   況 

 

(1) 近年の動き 

 

(2) 10大費目指数の動き 

 

(3) 財・サービス分類指数の動き 

 

 

２ 月別の動き 

 

 

３ 費目別指数の動き 

 

 

４ 寄与度・寄与率 

 

 

５ 財・サービス分類指数の動き 

 

 

６ 品目別価格指数の動き 

 

 

７ 市・地方別指数の動き 
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１ 概    況 

平成19年の県消費者物価指数は総合で100．5（平成17年＝100）となり,前年と同水準となった。

これは家電製品などが年間を通じて下落しているものの，10月からの原材料や原油価格の高騰の影

響により食料やエネルギー（電気代，ガス代，灯油，ガソリン）などが上昇したことによるもので

ある。 

総務省が公表した全国指数の総合は100.3となり，前年と同水準であった。全国と本県の19年指

数は，ほぼ同じような動きを示した。 

 
 
(1) 近年の動き 

ここ10年間の総合指数を前年比の動きで見ると，平成10年は前年の消費税率の引き上げの影

響などにより物価は上昇した。11年からデフレーションの進行に伴い5年連続下落し，17年の

100.0 を底にして 18 年は再び上昇に転じ，19 年は 18 年水準を維持した。各年別の詳細は次の

とおりである。 

 

10年は豪雨，台風など天候不順により生鮮野菜が高騰したことに加え，前年の消費税率改正，

医療保険負担率改正の影響が残り0.7％の上昇となった。 

11年は前年に高騰した生鮮野菜が値下がりしたことに加え,電気・ガス料金や電気洗濯機やテ

レビゲーム機など値下がりし0.3％の下落となった。 

その後もパソコン，電気こたつ，レンジなど電化製品や被服,家具・寝具類の値下がりにより

12年0.8％の下落，13年0.3％の下落，14年1.1％の下落,15年0.4％の下落と5年連続して下

落した。 

16 年はイラク戦争など中東産油国情勢の不透明感と中国の石油消費量の増大などを背景に原

油が高騰するに伴い石油製品が値上がりしたことに加え台風や豪雨の天候不順による生鮮野菜

の値上がりと前年の冷夏による米類の値上がりの影響が残り0.1％の上昇となった。 

17 年は原油価格が引き続き高騰したが，米類や生鮮野菜が前年の反動から値下がりしたこと

に加えパソコン,プリンタ，電気ポットなどの電化製品及び固定電話料金引き下げなどにより

0.3％の下落となった。 

18 年は耐久消費財や移動電話通信料などが値下がりしたものの，原油の高止まりにより前年

に引き続き石油製品が値上がりしたことに加え，年初からの豪雪,６～７月の大雨被害による野

菜，果物などの値上がりにより再び0.5％の上昇に転じた。 

19 年はテレビ，パソコン，カメラなどの耐久消費財は価格下落の傾向が年間を通じてあった

ものの，エネルギーや食料が９月まで前年並みの推移から一転，１０月からの原油価格高騰，

燃料用エタノール生産向け需要増加などの影響により加工食品等の上昇幅が大きくなったため，

前年と同水準となった。 
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表1 全国及び茨城県消費者物価指数及び対前年上昇率の推移 (平成17年=100) 

年
総合指数
（全国）

総合指数
（茨城県）

対前年上昇率
（全国）

対前年上昇率
（茨城県）

平成9年 102.7 102.7 1.8 1.5
10年 103.3 103.4 0.6 0.7
11年 103.0 103.1 -0.3 -0.3
12年 102.2 102.2 -0.7 -0.8
13年 101.5 101.7 -0.7 -0.5
14年 100.6 100.6 -0.9 -1.1
15年 100.3 100.2 -0.3 -0.4
16年 100.3 100.3 0.0 0.1
17年 100.0 100.0 -0.3 -0.3
18年 100.3 100.5 0.3 0.5
19年 100.3 100.5 0.0 0.0 

 

図1 全国及び茨城県消費者物価指数及び対前年上昇率の推移 (平成17年=100) 
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(2) 10大費目指数の動き 

10 大費目指数を前年比でみると，光熱・水道が原油高を背景に 1.4%，保健医療が出産入院料

（公立）の値上がりを背景に同じく 1.4%と最も高い上昇となった。次に，男子上着・女子上着

などが値上がりした被服及び履物が 1.1%上昇した。諸雑費は石けん類や指輪などの値上がりに

より0.9%上昇した。教育は専門学校授業料の値上がりなどにより0.7%上昇した。食料は生鮮果

物などの値上がりにより0.3%上昇した。 

一方，家具・家事用品はルームエアコンや電気冷蔵庫などの値下がりにより 1.9%の下落とな

った。次いで教養娯楽がパソコンや薄型テレビなどの値下がりにより 1.8%の下落となった。住

居は民営家賃の値下がりなどにより0.2%の下落となった。 

 

表2 10大費目別前年比及び寄与度 

総 合食 料住 居
光 熱 ・
水 道

家 具 ・
家事用品

被服及び
履 物

保健医療
交 通 ・
通 信

教 育教養娯楽諸 雑 費

前年比
(%)

0.0 0.3 -0.2 1.4 -1.9 1.1 1.4 0.0 0.7 -1.8 0.9

寄与度 0.00 0.07 -0.04 0.08 -0.06 0.05 0.05 0.00 0.02 -0.20 0.05
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(3) 財・サービス分類指数の動き 

財・サービス分類指数の動きを前年比で見ると,財は 2 年ぶりにマイナスに転換し，サービス

は2年連続プラスとなった。 

財は 0.1%の下落となった。これはその他の工業製品（カメラやパソコンなど）や他の農水畜

産物（米類など）などが下落したことなどによるものである。 

サービスは 0.2%の上昇となった。これは公共サービス料金（出産入院料（公立）や下水道料

など）が値上がりしたことによるものである。 

 

図2 財・サービス分類の前年比の推移 
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２ 月別の動き 

 

● １月 茨城県総合指数 100.2 

上昇率(%) 主な要因 
 

前 月 比 (-0.2) 
（2ヶ月ぶりにマイナス） 

「被服及び履物」（暖冬による冬物衣料の値下がり）及び「教養娯楽」(耐
久消費財の値下がり)が下落の主な要因。その他「家具・家事用品」，「保
健医療」，「交通・通信」が下落。 
「食料」，「住居」，「光熱・水道」は上昇。 
 
主な上昇品目 ピーマン，グレープフルーツ，通学用かばん 
主な下落品目 男子上着，子供Ｔシャツ，毛布 

 
前年同月比 (-0.1) 

（13ヶ月ぶりにマイナス） 

「教養娯楽」（耐久消費財の値下がり）が下落の主な要因。その他「住
居」，「家具・家事用品」，「被服及び履物」が下落。 
「光熱・水道」，「教育」，「諸雑費」は上昇。 
 
主な上昇品目 みかん，たばこ，灯油 
主な下落品目 キャベツ，ビデオカメラ，温風ヒーター 

 

● ２月 茨城県総合指数 99.6 

上昇率(%) 主な要因 
 

前 月 比 (-0.6) 
（2ヶ月連続マイナス） 

「食料」（生鮮食品の値下がり）及び「交通・通信」（ガソリン，移動電
話通信料の値下がり）が下落の主な要因。その他「住居」，「光熱・水道」，
「家具・家事用品」，「被服及び履物」，「教養娯楽」，「諸雑費」が下落。 
「保健医療」，「教育」は上昇。 
 
主な上昇品目 ヘルスメーター，学習参考教材，ネクタイ 
主な下落品目 いよかん，きゅうり，さば 

 
前年同月比 (-0.4) 
（2ヶ月連続マイナス） 

「住居」（民営家賃の値下がり），「交通・通信」（自動車等関係費の値下
がり），「教養娯楽」（耐久消費財の値下がり）が下落の主な要因。その
他「食料」，「家具・家事用品」が下落。 
「光熱・水道」，「被服及び履物」，「保健医療」，「教育」，「諸雑費」は上
昇。 
 
主な上昇品目 みかん，たばこ，ベルト 
主な下落品目 薄型テレビ，だいこん，電気カーペット 

 

● ３月 茨城県総合指数 99.9 

上昇率(%) 主な要因 
 

前 月 比 ( 0.3) 
（3ヶ月ぶりにプラス） 

「被服及び履物」（春物衣料の値上がり）及び「教養娯楽」（薄型テレビ
などの値上がり）が上昇の主な要因。その他「食料」，「保健医療」が上
昇。 
「光熱・水道」，「家具・家事用品」，「交通・通信」，「諸雑費」は下落。 
 
主な上昇品目 男子上着，薄型テレビ，はくさい 
主な下落品目 いよかん，ジャム，毛布 

 
前年同月比 (-0.4) 
（3ヶ月連続マイナス） 

「住居」（民営家賃の値下がり），「交通・通信」（航空運賃及び移動電話
機などの値下がり），「教養娯楽」（耐久消費財の値下がり）が下落の主
な要因。その他「家具・家事用品」が下落。 
「食料」，「光熱・水道」，「被服及び履物」，「保健医療」，「教育」，「諸雑
費」は上昇。 
 
主な上昇品目 みかん，たばこ，下水道料 
主な下落品目 カメラ，電気カーペット，だいこん 
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● ４月 茨城県総合指数 100.1 

上昇率(%) 主な要因 
 

前 月 比 ( 0.2) 
（2ヶ月連続プラス） 

「被服及び履物」（シャツ・セーター類の値上がり）が上昇の主な要因。
その他「食料」，「保健医療」，「交通・通信」，「教育」，「諸雑費」が上昇。 
「光熱・水道」，「家具・家事用品」，「教養娯楽」は下落。 
 
主な上昇品目 にんじん，婦人Ｔシャツ，いか 
主な下落品目 いちご，パソコン用プリンタ，ポリ袋 

 
前年同月比 (-0.2) 
（4ヶ月連続マイナス） 

「教養娯楽」（耐久消費財の値下がり）が下落の主な要因。その他「住
居」，「家具・家事用品」，「被服及び履物」，「交通・通信」が下落。 
「食料」，「光熱・水道」，「保健医療」，「教育」，「諸雑費」は上昇。 
 
主な上昇品目 たばこ，バナナ，下水道料 
主な下落品目 ノート型パソコン，電気掃除機，カーペット 

 

● ５月 茨城県総合指数 100.4 

上昇率(%) 主な要因 
 

前 月 比 ( 0.3) 
（3ヶ月連続プラス） 

「交通・通信」（ガソリンの値上がり）が上昇の主な要因。その他「住
居」，「光熱・水道」，「家具・家事用品」，「被服及び履物」，「保健医療」，
「教養娯楽」が上昇。 
「諸雑費」は下落。 
 
主な上昇品目 りんご（ふじ），ポリ袋，ワイシャツ 
主な下落品目 薄型テレビ，まぐろ，整理だんす 

 
前年同月比 (-0.3) 
（5ヶ月連続マイナス） 

「教養娯楽」（耐久消費財の値下がり）が下落の主な要因。その他「食
料」，「住居」，「家具・家事用品」，「交通・通信」が下落。 
「光熱・水道」，「被服及び履物」，「保健医療」，「教育」，「諸雑費」は上
昇。 
 
主な上昇品目 たばこ，下水道料，出産入院料（公立） 
主な下落品目 ノート型パソコン，ルームエアコン，グレープフルーツ 

 

● ６月 茨城県総合指数 100.5 

上昇率(%) 主な要因 
 

前 月 比 ( 0.1) 
（4ヶ月連続プラス） 

「食料」（生鮮果物の値上がり）及び「交通・通信」（ガソリンの値上が
り）が上昇の主な要因。その他「住居」，「光熱・水道」，「家具・家事用
品」，「保健医療」，「諸雑費」が上昇。 
「教養娯楽」は下落。 
 
主な上昇品目 キウイフルーツ，かぼちゃ，布団 
主な下落品目 かつお，ノート型パソコン，ルームエアコン 

 
前年同月比 (-0.1) 
（6ヶ月連続マイナス） 

「教養娯楽」（耐久消費財の値下がり）が下落の主な要因。その他「住
居」，「家具・家事用品」が下落。 
「食料」，「光熱・水道」，「被服及び履物」，「保健医療」，「交通・通信」，
「教育」，「諸雑費」は上昇。 
 
主な上昇品目 たばこ，さくらんぼ，台所用洗剤 
主な下落品目 ノート型パソコン，ルームエアコン，かつお 
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● ７月 茨城県総合指数 100.2 

上昇率(%) 主な要因 
 

前 月 比 (-0.3) 
（5ヶ月ぶりにマイナス） 

「食料」（生鮮果物の値下がり）及び「被服及び履物」（夏物衣料の値下
がり）が下落の主な要因。その他「家具・家事用品」，「保健医療」，「諸
雑費」が下落。 
「交通・通信」，「教養娯楽」は上昇。 
 
主な上昇品目 薄型テレビ，ケーキ，灯油 
主な下落品目 さくらんぼ，婦人Ｔシャツ，婦人スーツ 

 
前年同月比 (-0.1) 
（7ヶ月連続マイナス） 

「教養娯楽」（耐久消費財の値下がり）が下落の主な要因。その他「住
居」，「家具・家事用品」，「被服及び履物」が下落。 
「食料」，「光熱・水道」，「保健医療」，「交通・通信」，「教育」，「諸雑費」
は上昇。 
 
主な上昇品目 台所用洗剤，指輪，下水道料 
主な下落品目 ノート型パソコン，ルームエアコン，かつお 

 

● ８月 茨城県総合指数 100.6 

上昇率(%) 主な要因 
 

前 月 比 ( 0.4) 
（2ヶ月ぶりにプラス） 

「食料」（生鮮果物の値上がり），「教養娯楽」（宿泊料の値上がり）及び
「交通・通信」（ガソリンの値上がり）が上昇の主な要因。その他「光
熱・水道」，「家具・家事用品」，「諸雑費」が上昇。 
「住居」，「被服及び履物」，「保健医療」は下落。 
 
主な上昇品目 すいか，レタス，宿泊料 
主な下落品目 薄型テレビ，ふりかけ，婦人スーツ 

 
前年同月比 (-0.5) 
（8ヶ月連続マイナス） 

「食料」（生鮮野菜の値下がり）及び「教養娯楽」（耐久消費財の値下が
り）が下落の主な要因。その他「家具・家事用品」，「被服及び履物」，
「交通・通信」が下落。 
「光熱・水道」，「保健医療」，「教育」，「諸雑費」は上昇。 
 
主な上昇品目 柔軟仕上剤，指輪，出産入院料（公立） 
主な下落品目 ノート型パソコン，にんじん，ルームエアコン 

 

● ９月 茨城県総合指数 100.8 

上昇率(%) 主な要因 
 

前 月 比 ( 0.2) 
（2ヶ月連続プラス） 

「被服及び履物」（秋冬物衣料の値上がり）及び「食料」（生鮮野菜の値
上がり）が上昇の主な要因。その他「住居」，「光熱・水道」が上昇。 
「家具・家事用品」，「保健医療」，「交通・通信」，「教養娯楽」は下落。 
 
主な上昇品目 婦人セーター，男子上着，薄型テレビ 
主な下落品目 なし，カーペット，さんま 

 
前年同月比 ( 0.0) 
（9ヶ月ぶりにﾏｲﾅｽ脱す） 

「被服及び履物」（秋冬物衣料の値上がり）が上昇。その他「食料」，「住
居」，「光熱・水道」，「保健医療」，「教育」，「諸雑費」が上昇。 
「教養娯楽」（耐久消費財の値下がり）が下落。その他「家具・家事用
品」，「交通・通信」が下落。 
 
主な上昇品目 指輪，ブラウス，スカート 
主な下落品目 ノート型パソコン，カメラ，ルームエアコン 
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● １０月 茨城県総合指数 101.2 

上昇率(%) 主な要因 
 

前 月 比 ( 0.4) 
（3ヶ月連続プラス） 

「食料」（生鮮果物の値上がり）が上昇の主な要因。その他，「光熱・水
道」，「家具・家事用品」，「被服及び履物」，「交通・通信」，「諸雑費」が
上昇。 
「保健医療」，「教養娯楽」は下落。 
 
主な上昇品目 グレープフルーツ，温風ヒーター，女児スカート 
主な下落品目 切り花（きく），もち，ノート型パソコン 

 
前年同月比 ( 0.5) 
（11ヶ月ぶりにプラス） 

「食料」（生鮮野菜，生鮮果物の値上がり）及び「被服及び履物」（秋冬
物衣料の値上がり）が上昇の主な要因。その他「住居」，「光熱・水道」，
「保健医療」，「教育」，「諸雑費」が上昇。 
「家具・家事用品」，「教養娯楽」は下落。 
 
主な上昇品目 ぶどう，台所用洗剤，男子上着 
主な下落品目 ノート型パソコン，カメラ，電気炊飯器 

 

● １１月 茨城県総合指数 101.1 

上昇率(%) 主な要因 
 

前 月 比 (-0.1) 
（4ヶ月ぶりにマイナス） 

「食料」（生鮮野菜，生鮮果物の値下がり）が下落の主な要因。その他
「家具・家事用品」，「教養娯楽」が下落。 
「住居」，「光熱・水道」，「被服及び履物」，「保健医療」，「交通・通信」
は上昇。 
 
主な上昇品目 灯油，婦人スラックス，鶏肉 
主な下落品目 みかん，はくさい，温風ヒーター 

 
前年同月比 ( 0.9) 
（2ヶ月連続プラス） 

「食料」（生鮮野菜の値上がり）が上昇の主な要因。その他「住居」，「光
熱・水道」，「被服及び履物」，「保健医療」，「交通・通信」，「教育」，「諸
雑費」が上昇。 
「家具・家事用品」，「教養娯楽」は下落。 
 
主な上昇品目 ブロッコリー，灯油，婦人スラックス（秋冬物） 
主な下落品目 ノート型パソコン，ルームエアコン，まぐろ 

 

● １２月 茨城県総合指数 101.5 

上昇率(%) 主な要因 
 

前 月 比 ( 0.4) 
（2ヶ月ぶりにプラス） 

「食料」（生鮮野菜の値上がり）及び「交通・通信」（ガソリンの値上が
り）が上昇の主な要因。その他「光熱・水道」，「教養娯楽」が上昇。 
「家具・家事用品」，「被服及び履物」，「保健医療」，「諸雑費」は下落。 
 
主な上昇品目 灯油，ブロッコリー，まぐろ 
主な下落品目 カーテン，みかん，電気洗濯機 

 
前年同月比 ( 1.1) 
（3ヶ月連続プラス） 

「交通・通信」（ガソリンの値上がり），「食料」（生鮮野菜の値上がり）
及び「光熱・水道」（灯油の値上がり）が上昇の主な要因。その他「住
居」，「被服及び履物」，「保健医療」，「教育」，「諸雑費」が上昇。 
「家具・家事用品」，「教養娯楽」は下落。 
 
主な上昇品目 灯油，ブロッコリー，ガソリン 
主な下落品目 カーテン，ノート型パソコン，みかん 
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３ 費目別指数の動き 

図3 10大費目別対前年上昇率 
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(1) 食料は，101.4となり，前年平均に比べ0.3%上昇した。 

生鮮食品についてみると，生鮮果物が 3.8%上昇したものの，生鮮魚介が 1.4%下落，生鮮野菜

が2.3%下落し，生鮮食品全体で0.5%の下落となった。 

生鮮食品以外で上昇した費目は，菓子類(1.6%)，飲料(1.4%)，肉類(1.4%)，調理食品(0.8%)，

油脂･調味料(0.2%)である。一方下落した品目は，酒類(2.0%)，乳卵類(1.1%)，外食(0.1%)であ

る。 

 
図4-1 食料 月別の動向 （平成17年=100）    図4-2 生鮮魚介 月別の動向 （平成17年=100） 
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図4-3 生鮮野菜 月別の動向 （平成17年=100）  図4-4 生鮮果物 月別の動向 （平成17年=100） 
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(2) 住居は，99.7 となり，前年平均に比べ 0.2%下

落した。 

費目別では，家賃は 0.3%下落したが，設備修

繕・維持は1.1%上昇した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(3) 光熱・水道は，104.7となり，前年平均に比べ

1.4%上昇した。 

費目別では，原油価格高騰の影響により，他の

光熱（灯油）が 2.0%，ガス代が 1.0%，電気代が

0.9%上昇，また，つくば市の下水道料金改定等に

より上下水道料が2.4%上昇した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(4) 家具・家事用品は，97.2 となり，前年平均に

比べ1.9%下落した。 

費目別では，家庭用耐久財が8.0%，室内装備品

が4.9%下落した。 

一方，家事用消耗品は2.9%， 家事雑貨は1.5%，
家事サービスは1.2%，寝具類は1.0%上昇した。 

 

 
 
 

図5 住居 月別の動向 （平成17年=100） 

図6 光熱・水道 月別の動向 
            （平成17年=100） 

図7 家具・家事用品 月別の動向 
            （平成17年=100） 
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(5) 被服及び履物は，101.5となり，前年平均に

比べ1.1%上昇した。 

費目別では，衣料が3.0%，他の被服類が1.2%，

被服関連サービスが0.7%上昇した。 

一方，履物類は1.5%，シャツ・セーター・下

着は0.7%下落した。 

衣料の内訳としては，和服が 5.3%，洋服が

2.8%と，ともに上昇した。 

シャツ・セーター・下着の内訳としては，シ

ャツ・セーター類が0.8%，下着類が0.3%と，と

もに下落した。 

 

 

 

 

 

(6) 保健医療は，103.3となり，前年平均に比べ

1.4%上昇した。 

費目別では，保健医療用品・器具が2.4%，出

産入院料（公立）の値上げにより保健医療サー

ビスが2.4%上昇した。 

一方，医薬品・健康保持摂取品は1.4%下落し

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(7) 交通・通信は，100.0となり，前年平均と同

水準だった。 

費目別では，運賃改定の影響を受けた交通が

1.0%，原油価格高騰の影響を受けた自動車等関

係費が0.7%上昇した。 

一方，携帯電話通信料金の値下がり等の影響

を受けた通信は2.4%下落した。  

 
 
 

図8 被服及び履物 月別の動向 
            （平成17年=100） 

図9 保健医療 月別の動向 
            （平成17年=100） 

図10 交通・通信 月別の動向 
            （平成17年=100） 
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(8) 教育は，101.4となり，前年平均に比べ0.7%

上昇した。 

費目別では，教科書・学習参考書が2.0%，授

業料等が0.7%，補習教育が0.2%と，すべて上昇

した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(9) 教養娯楽は，97.2 となり，前年平均に比べ

1.8%下落した。 

費目別では，薄型テレビやパソコン等家電製

品の値下がりの影響を受けた教養娯楽耐久財が

15.4%，教養娯楽用品が2.3%下落した。 

一方，書籍・他の印刷物は0.2%，教養娯楽サ

ービスは0.2%上昇した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(10) 諸雑費は，101.4 となり，前年平均に比べ

0.9%上昇した。 

費目別では，たばこが4.3%，身の回り用品が

2.9%，他の諸雑費が0.3%上昇した。 

一方，理美容用品は0.4%，理美容サービスは

0.1%下落した。 

 

 

 

 

 

図11 教育 月別の動向 （平成17年=100） 

図12 教養娯楽 月別の動向 
            （平成17年=100） 

図13 諸雑費 月別の動向 
            （平成17年=100） 
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図14 中分類対前年上昇率 
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４ 寄与度・寄与率 

平成 19 年の総合指数は 100.5 で，前年と同水準であった。10 大費目別に見た対前年上昇率に及

ぼした影響（寄与度・寄与率）は，次のとおりであった。 

 

表3 10大費目別前年上昇率，寄与度，寄与率 

16年 17年 18年 19年 16年 17年 18年 19年 16年 17年 18年 19年

0.1 -0.3 0.5 0.0 0.10 -0.30 0.50 0.00 100.0 100.0 100.0 0.0

食 料 1.1 -1.2 1.1 0.3 0.29 -0.32 0.27 0.07 292.1 105.8 55.0 0.0

住 居 -0.1 0.8 -0.1 -0.2 -0.02 0.16 -0.02 -0.04 -20.5 -55.2 -4.2 0.0

光 熱 ・ 水 道 -0.3 0.6 3.3 1.4 -0.01 0.03 0.21 0.08 -18.6 -12.4 42.0 0.0

家具・家事用品 -2.0 -2.6 -0.9 -1.9 -0.06 -0.08 -0.03 -0.06 -64.7 27.4 -6.0 0.0

被 服 及 び 履 物 1.4 0.2 0.4 1.1 0.07 0.01 0.01 0.05 73.5 -3.5 3.6 0.0

保 健 医 療 0.2 -0.7 1.9 1.4 0.00 -0.02 0.08 0.05 7.8 8.8 16.2 0.0

交 通 ・ 通 信 -0.3 0.6 0.0 0.0 -0.04 0.08 0.00 0.00 -40.2 -26.8 0.0 0.0

教 育 0.2 0.5 0.7 0.7 0.00 0.02 0.02 0.02 8.8 -7.5 5.2 0.0

教 養 娯 楽 -1.0 -1.6 -1.0 -1.8 -0.10 -0.17 -0.11 -0.20 -101.9 56.8 -23.2 0.0

諸 雑 費 0.6 -0.6 0.5 0.9 0.02 -0.02 0.02 0.05 26.4 8.8 5.8 0.0

総 合

対前年上昇率 (%) 寄　　与　　度 寄　与　率　(%)
項　　　目

 
 

総合指数の押し上げに最も寄与したのは，灯油や上下水道料の値上がりが影響した「光熱・水道」

であった（寄与度0.08）。次いで生鮮果物などの値上がりが影響した「食料」であった（寄与度0.07）。 

その他，押し上げに寄与したのは，和服及び洋服などの値上がりによる被服及び履物（寄与度

0.05），保健医療用品・器具及び保健医療サービスの値上がりによる保健医療（寄与度0.05），たば

こや身の回り用品などの値上がりによる諸雑費（寄与度 0.05），教科書・学習参考書や授業料等の

値上げによる教育（寄与度0.02）であった。 

一方，総合指数の押し下げに最も寄与したのは，教養娯楽耐久財及び教養娯楽用品の値下がりに

よる「教養娯楽」（寄与度-0.20）であった。 

その他，押し下げに寄与したのは，家庭用耐久財及び室内装備品の値下がりによる「家具・家事

用品」（寄与度-0.06），家賃の値下がりによる「住居」（寄与度-0.04）であった。 

 

 

５ 財・サービス分類指数の動き 

 

指数採用の584品目の分類において，統計表第3表から第6表までに記載の食料，穀類，住居，

家賃，光熱・水道などの大分類・中分類は消費生活上の観点から分類したものである。 

これに対し，財・サービス分類指数は，指数採用品目を供給側の視点から組み替えたものであり，

大別すると財とサービスに分けられる。この財・サービス分類指数で平成19年の動きをみると次の

とおりである。 
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図15 財・サービス分類指数の推移 

(平成17年=100) 

 

(1) 財は100.9となり，前年に比べ0.1％下落し，2年ぶりにマイナスに転換した。 

まず，農水畜産物は103.8と前年に比べ0.5％下落した。前年の価格高騰の反動により生鮮商

品が0.3％下落し，米類などの他の農水畜産物が1.3％下落したことによる。 

工業製品は100.3と前年と比べ0.1％下落した。家電製品を含むその他の工業製品が1.8%下落

したことが主な要因である。一方，原油価格高騰の影響を受けた石油製品が2.2％上昇したのを

はじめ，繊維製品が0.8%，食料工業製品が0.7%上昇した。  

また，電気・都市ガス・水道は101.3と，原油高を背景として0.5％上昇した。 

 

(2) サービスは100.3となり，前年に比べ0.2％上昇し2年連続にプラスとなった。 

内訳をみると，公共サービス料金は，火災保険料及び下水道料金の改定により1.1％上昇した。

一般サービス料金は前年と同水準となった。一般サービス料金を詳細にみると民営家賃が 0.2%

上昇したが，移動電話通信料など他のサービスが0.1%下落し，同水準となった。 

 

 

６ 品目別価格指数の動き 

 

(1) 財の品目別価格指数の動きを対前年上昇率でみると，えだまめが 52.4%と最も上昇した。40%

を超える上昇となったのは，さくらんぼ，たいであった。また，30%を超える上昇となったのは，

ヘルスメーター，20%を超える上昇となったのは，うなぎかば焼き，男子学校制服，ベルト，男子

コートであった。 

一方，下落した品目をみると，カメラが30.7%と最も下落した。また，20%を超える下落となっ

たのは，ぶどう酒（輸入品），パソコン（ノート型），移動電話機，ＤＶＤレコーダー，パソコン

用プリンタ，にんじんであった。 

98

100

102

104

平成14年 平成15年 平成16年 平成17年 平成18年 平成19年指数

総　　合

　 財

サービス
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表4 財のこの1年における上昇・下落の状況 

上昇率(%) 下落率(%)
1 えだまめ 52.4 1 カメラ -30.7
2 さくらんぼ 47.4 2 ぶどう酒（輸入品） -28.5

3 たい 42.6 3 パソコン（ノート型） -26.6
4 ヘルスメーター 33.3 4 移動電話機 -26.1
5 うなぎかば焼き 28.5 5 ＤＶＤレコーダー -25.0

6 男子学校制服 24.0 6 パソコン用プリンタ -23.9
6 ベルト 24.0 7 にんじん -23.0
8 男子コート 20.2 8 キャベツ -19.4

9 もやし 18.0 9 固定電話機 -19.0
10 男子上着 16.9 9 パソコン（デスクトップ型） -19.0
11 チューハイ 16.1 11 だいこん -18.9

12 コーヒーわん皿 15.7 12 ビデオカメラ -17.4
12 婦人スラックス（ジーンズ） 15.7 13 からあげ -17.0
12 子供Ｔシャツ（長袖） 15.7 14 婦人スラックス（冬物） -16.0

15 コーヒー豆 15.4 15 テレビゲーム -15.9
16 冷凍調理ピラフ 15.3 16 さんま -15.7
17 ブラウス（半袖） 14.4 17 ルームエアコン -15.5

18 ヘアリンス 14.3 18 鼻炎薬 -14.5
19 指輪 14.0 19 切り花（カーネーション） -14.2
20 風味調味料 13.5 20 電気掃除機 -14.1

上　　　　昇 下　　　　落
品　　目 品　　目

 

 

 

(2) サービスの品目別価格指数の動きを対前年上昇率でみると，出産入院料（公立）が22.1%と最

も上昇した。次いで自動車免許手数料が 16.0%上昇した。また，5%を超える上昇となったのは，

下水道料，火災保険料，通勤定期（JR以外）であった。 

一方，下落した品目をみると，牛どんが13.9%と最も下落した。次いでゴルフプレー料金が8.4%下

落した。また，3%を超える下落となったのは，ボウリングゲーム代，左官手間代，移動電話通信

料であった。 

 

表5 サービスのこの1年における上昇・下落の状況 

上昇率(%) 下落率(%)
1 出産入院料（公立） 22.1 1 牛どん -13.9
2 自動車免許手数料 16.0 2 ゴルフプレー料金 -8.4

3 下水道料 6.8 3 ボウリングゲーム代 -4.5
4 火災保険料 6.3 4 左官手間代 -3.9
5 通勤定期（JR以外） 5.3 5 移動電話通信料 -3.7

6 家事代行料 4.7 6 大工手間代 -2.7
7 普通運賃（JR以外） 4.3 7 粗大ごみ処理手数料 -2.5
8 出産入院料（国立） 4.2 8 駐車料金 -1.7

8 専門学校授業料 4.2 9 民営家賃(非木造小住宅) -1.3
10 外国パック旅行 4.0 10 介護料 -1.2
11 通学定期（JR以外） 3.8 11 焼肉 -0.5

12 コーヒー（外食） 3.4 11 民営家賃(木造中住宅) -0.5
12 テーマパーク入場料 3.4 13 車庫借料 -0.3
14 民営家賃(木造小住宅) 2.2 13 パーマネント代 -0.3

15 し尿処理手数料 1.9 15 畳表取替費 -0.2
15 カラオケルーム使用料 1.9 15 自動車保険料（任意） -0.2
17 パスポート取得料 1.6 15 ＰＴＡ会費（中学校） -0.2

18 ハンバーガー 1.5 18 ビール（外食） -0.1
19 お子様ランチ 1.4 18 塀工事費 -0.1
20 月謝（ダンス） 1.3 18 私立大学授業料 -0.1

上　　　　昇 下　　　　落
品　　目 品　　目
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７ 市・地方別指数の動き 

 

総合指数の対前年比で上昇幅が最も大きかったのはつくば市で 0.6%であった。次いで取手市で

0.3%であった。土浦市と筑西市はともに0.1%上昇した。 

また，下落幅が最も大きかったのは水戸市で0.2%であった。日立市と鹿島地方はともに0.1%下落

した。古河市は前年と同水準となった。 

 

図16 市・地方別総合指数の対前年上昇率 

-1.5

-1.0

-0.5

0.0

0.5

1.0

1.5

全国 茨城県 水戸市 日立市 土浦市 古河市 取手市 つくば市 筑西市 鹿島地方

対
前

年
上
昇

率
（

％
）

平成17年

平成18年

平成19年

 

 

10大費目別の県内における上昇・下落の傾向をみると，光熱・水道，保健医療及び教育は８地域

の全域で上昇，家具・家事用品及び教養娯楽は全域で下落している。また，食料，被服及び履物，

交通・通信，諸雑費は６地域で上昇となり，おおむね８費目が上昇・下落の傾向を同じくしている。

生鮮食品を除く総合指数をみると，日立市を除く全域でゼロ以上となっており，日立市も0.1%と下

落幅は小さい。 

このような傾向を示した原因としては，全国（全県）系列小売業等による統一価格の進展，店舗

間の価格競争及び価格情報の入手が容易であることなどが考えられる。 

一方，上昇・下落の地域間のばらつきがあるのは住居であった。 

 

表6 市別10大費目指数の対前年上昇率(平成19年) 

全  国 茨城県 水戸市 日立市 土浦市 古河市 取手市 つくば市 筑西市 鹿島地方

総 合 0.0 0.0 -0.2 -0.1 0.1 0.0 0.3 0.6 0.1 -0.1
食 料 0.3 0.3 0.0 0.6 0.4 -0.1 0.5 0.1 0.8 -0.2
住 居 -0.2 -0.2 -1.2 -0.4 0.1 1.4 0.6 0.6 -0.4 0.0
光 熱 ・ 水 道 0.8 1.4 1.2 0.4 0.6 0.4 0.6 4.5 1.1 1.3
家 具 ・ 家 事 用 品 -1.6 -1.9 -0.6 -4.9 -3.4 -0.6 -1.4 -0.4 -0.1 -1.6
被 服 及 び 履 物 0.6 1.1 1.1 1.0 1.5 -3.2 0.7 3.6 -0.4 1.2
保 健 医 療 0.3 1.4 2.0 1.3 1.4 1.6 1.3 1.0 1.4 1.1
交 通 ・ 通 信 0.1 0.0 -0.4 0.0 0.3 0.0 0.1 -0.1 0.2 0.0
教 育 0.7 0.7 0.6 0.7 0.6 0.6 0.6 0.7 0.7 0.7
教 養 娯 楽 -1.3 -1.8 -1.6 -1.8 -1.8 -1.8 -1.8 -1.5 -1.7 -2.1
諸 雑 費 0.8 0.9 0.8 -0.2 0.8 0.9 0.7 2.4 -0.1 1.0
生鮮食品を除く総合 0.0 0.0 0.0 -0.1 0.0 0.0 0.1 0.7 0.1 0.0 
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Ⅱ 統  計  表 
 

 

 

 

 

第１表  主要指標 

 

 

第２表  総合指数（茨城県,７市１地方,全国,東京都） 

 

 

第３表  大分類指数（茨城県,７市１地方） 

 

 

第４表  中分類指数（茨城県,７市１地方） 

 

 

第５表  帰属家賃及び生鮮食品等を除く指数（茨城県,７市１地方） 

 

 

第６表  中分類指数,寄与度，寄与率（茨城県,７市１地方） 

 

 

第７表  財・サービス分類指数,寄与度，寄与率（茨城県,７市１地方） 

 

 

第８表  都市階級別,県庁所在都市別総合及び食料指数（平成18，19年度） 

 

 

第９表  都市階級別,県庁所在都市別消費者物価地域差指数（平成18年平均） 

 

 

第10表  全国中分類指数（平成17,18,19年平均） 

 

 

第11表  主要調査品目の市別年平均価格（平成19年） 



全 国 茨 城 県

国内企業
物価指数

輸 出
物価指数

輸 入
物価指数

国内･輸出･
輸入の平均
指 数

名 目 実 質 名 目 実 質

平成 2 年平均 94.1 94.8 106.7 132.4 118.5 110.1 89.9 96.9 - -

3 97.3 97.6 108.3 135.2 128.8 112.3 94.1 98.3 - -

4 98.9 99.5 109.4 127.9 118.3 111.6 97.3 98.5 - -

5 100.2 100.8 108.4 123.3 111.0 109.8 99.1 98.7 - -

6 100.8 101.7 104.9 110.3 94.0 104.5 101.4 99.4 - -

7 100.7 101.3 104.1 107.9 93.9 103.5 103.3 101.5 - -

8 100.8 101.1 102.4 113.0 103.0 103.6 104.9 103.0 - -

9 102.7 102.7 103.0 115.1 110.7 105.2 107.0 103.5 - -

10 103.3 103.4 101.5 116.7 105.3 103.6 105.6 101.4 - -

11 103.0 103.1 100.0 104.9 95.5 100.1 104.1 100.4 - -

12 102.2 102.2 100.0 100.0 100.0 100.0 103.9 101.1 - -

13 101.5 101.7 97.7 103.1 102.5 99.1 102.9 101.1 - -

14 100.6 100.6 95.7 101.9 101.0 97.2 99.9 99.2 - -

15 100.3 100.2 94.9 97.8 100.1 96.0 99.8 99.4 - -

16 100.3 100.3 96.1 96.4 104.3 97.1 99.0 98.6 - -

17 100.0 100.0 97.7 98.3 118.0 100.1 100.0 100.0 100.0 100.0

18 100.3 100.5 100.7 102.8 137.3 105.1 101.0 100.7 98.1 97.8

19 100.3 100.5 103.1 104.6 116.3 105.0 100.7 100.3 100.1 100.0

 1 月 100.0 100.2 101.2 106.1 143.6 106.7 81.8 81.8 80.0 80.3

 2 99.5 99.6 101.1 106.1 140.4 106.3 80.5 80.9 80.7 81.4

 3 99.8 99.9 101.4 104.7 140.1 106.3 84.2 84.4 82.6 83.1

 4 100.1 100.1 102.3 106.5 144.9 107.9 83.2 83.1 84.7 85.1

 5 100.4 100.4 102.8 108.2 150.6 109.1 81.9 81.5 81.4 81.4

 6 100.2 100.5 102.9 109.6 153.2 109.7 153.1 152.6 159.8 160.0

 7 100.1 100.2 103.6 109.0 152.5 110.0 117.4 117.3 106.7 107.1

 8 100.6 100.6 103.7 105.5 149.0 109.1 83.0 82.4 83.2 83.0

 9 100.6 100.8 103.6 104.5 147.5 108.7 81.0 80.4 79.3 79.1

10 100.9 101.2 104.8 104.7 125.6 - 81.8 81.0 80.5 79.9

11 100.7 101.1 105.0 102.1 124.7 - 87.7 87.0 81.9 81.0

12 100.9 101.5 105.4 102.6 129.6 - 192.3 190.2 200.0 196.7

平成 3 年 3.3 3.1 1.0 -5.4 -8.2 -0.6 3.5 0.2 - -

4 1.6 1.8 -0.9 -3.6 -6.2 -1.6 1.7 0.1 - -

5 1.3 1.3 -1.6 -8.0 -10.4 -2.8 0.6 -0.6 - -

6 0.7 0.9 -1.7 -2.7 -5.5 -2.1 1.8 1.3 - -

7 -0.1 -0.4 -0.8 -2.2 -0.1 -1.0 1.8 2.1 - -

8 0.1 -0.2 -1.6 4.7 9.7 -0.5 1.6 1.6 - -

9 1.8 1.5 0.6 1.9 7.5 2.1 2.0 0.4 - -

10 0.6 0.7 -1.5 1.4 -4.9 -1.5 -1.4 -2.1 - -

11 -0.3 -0.3 -1.5 -10.1 -9.3 -3.4 -1.4 -1.0 - -

12 -0.7 -0.8 0.0 -4.7 4.7 -0.1 -0.3 0.6 - -

13 -0.7 -0.5 -2.3 3.1 2.5 -0.9 -0.9 0.0 - -

14 -0.9 -1.1 -2.0 -1.2 -1.5 -1.9 -2.9 -1.8 - -

15 -0.3 -0.4 -0.8 -4.0 -0.9 -1.2 -0.1 0.2 - -

16 0.0 0.1 1.3 -1.4 4.2 1.1 -0.8 -0.9 - -

17 -0.3 -0.3 1.7 2.0 13.1 3.1 1.0 1.5 - -

18 0.3 0.5 3.1 4.7 16.4 5.0 1.0 0.7 -1.9 -2.2

19 0.0 0.0 2.4 1.8 -15.3 -0.1 -0.3 -0.4 2.0 2.2

総 務 省 茨 城 県

第１表　　主　要　指　標

平成19年

対

前

年

上

昇

率

％

平成17年＝100

指

数

値

資 料 出 所 日 本 銀 行 厚 生 労 働 省 茨 城 県

平成17年＝100

消費者物価指数 企 業 物 価 指 数
賃 金 指 数
現 金 給 与 額 （ 調 査 産 業 計 ）
事 業 所 規 模 30 人 以 上

総 合

全 国 全 国 茨 城 県

平成12年＝100
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原 指 数
季節調整
済 指 数

原 指 数
季節調整
済 指 数

実 収 入 可処分所得 消費支出 実 収 入 可 処 分 所 得 消費支出

- - - - 521,757 440,539 331,595 557,679 460,655 348,255 1990 年平均

- - - - 548,769 463,862 345,473 593,534 490,023 346,967 1991

- - - - 563,855 473,738 352,820 640,545 532,805 407,705 1992

- - - - 570,545 478,155 355,276 659,941 535,998 383,472 1993

- - - - 567,174 481,178 353,116 623,504 521,941 378,470 1994

- - - - 570,817 482,174 349,663 660,199 548,438 365,022 1995

- - - - 579,461 488,537 351,755 673,982 555,581 351,116 1996

- - - - 595,214 497,036 357,636 724,170 586,185 410,347 1997

94.4 - 96.4 - 588,916 495,887 353,552 620,748 517,107 365,904 1998

94.6 - 95.9 - 574,676 483,910 346,177 611,619 518,002 348,560 1999

100.0 - 100.0 - 560,954 472,823 340,977 606,735 507,914 355,266 2000

93.2 - 96.1 - 551,160 464,723 335,042 590,411 491,619 347,800 2001

92.0 - 94.8 - 538,277 452,501 330,651 554,259 465,896 328,451 2002

95.0 - 100.1 - 524,542 440,461 325,823 510,233 422,959 351,012 2003

100.2 - 104.2 - 530,028 444,966 330,836 542,549 454,061 320,978 2004

101.3 - 103.4 - 522,629 439,672 328,649 542,539 449,112 327,719 2005

106.2 - 106.3 - 525,254 441,066 320,026 558,119 463,634 318,873 2006

109.1 - 110.3 - 527,129 441,070 322,840 637,708 523,868 348,326 2007

100.3 107.1 99.9 106.9 440,640 373,665 327,324 517,694 434,370 348,746 2007年 1 月

104.5 107.9 105.7 111.8 470,555 401,825 290,305 523,747 445,521 336,474 2

119.4 107.6 131.8 106.9 444,004 376,894 338,690 564,365 468,032 398,727 3

104.7 107.4 102.2 105.2 469,959 396,999 341,518 563,141 446,332 338,896 4

102.8 107.1 100.6 110.4 429,492 331,726 312,093 519,606 396,516 316,923 5

110.1 108.5 109.2 115.2 733,476 605,189 298,941 995,365 816,460 309,181 6

109.6 108.1 113.2 112.8 590,891 488,225 323,482 691,572 567,131 357,878 7

105.4 111.9 104.7 109.7 466,197 392,145 322,131 545,178 451,570 387,898 8

112.6 110.3 116.6 110.3 430,045 361,301 310,549 473,294 389,972 313,256 9

114.8 112.2 111.6 112.0 469,361 395,902 327,103 531,645 440,363 311,677 10

114.4 110.4 116.0 113.4 434,113 364,251 302,865 525,923 425,237 382,255 11

110.3 112.0 112.4 112.3 946,818 804,718 379,079 1,200,965 1,004,910 378,007 12

- - - - 5.2 4.5 4.8 6.4 6.4 -0.4 1991 年平均

- - - - 2.7 2.1 2.1 7.9 8.7 17.5 1992

- - - - 1.2 0.9 0.7 3.0 0.6 -5.9 1993

- - - - -0.6 0.6 -0.6 -5.5 -2.6 -1.3 1994

- - - - 0.6 0.2 -1.0 5.9 5.1 -3.6 1995

- - - - 1.5 1.3 0.6 2.1 1.3 -3.8 1996

- - - - 2.7 1.7 1.7 7.4 5.5 16.9 1997

- - - - -1.1 -0.2 -1.1 -14.3 -11.8 -10.8 1998

0.2 - -0.5 - -2.4 -2.4 -2.1 -1.5 0.2 -4.7 1999

5.7 - 4.3 - -2.4 -2.3 -1.5 -0.8 -1.9 1.9 2000

-6.8 - -3.9 - -1.7 -1.7 -1.7 -2.7 -3.2 -2.1 2001

-1.3 - -1.4 - -2.3 -2.6 -1.3 -6.1 -5.2 -5.6 2002

3.3 - 5.6 - -2.6 -2.7 -1.5 -7.9 -9.2 6.9 2003

5.5 - 4.1 - 1.0 1.0 1.5 6.3 7.4 -8.6 2004

1.1 - -0.7 - -1.4 -1.2 -0.7 0.0 -1.1 2.1 2005

4.8 - 2.7 - 0.5 0.3 -2.6 2.9 3.2 -2.7 2006

2.7 - 3.8 - 0.4 0.0 0.9 14.3 13.0 9.2 2007

平成12年＝100 平成12年＝100

総 務 省

二人以上の世帯のうち勤労者世帯（農林漁家世帯を除く）

全 国 水 戸 市

家 計

（円）

経 済 産 業 省 茨 城 県 資 料 出 所

鉱 工 業 生 産 指 数

（付加価値額ウェイト）

全 国 茨 城 県
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平成 2 年平均 94.8 96.3 96.4 97.6 91.8 95.8 95.9 97.2 93.6 95.2

3 97.6 99.4 99.4 100.7 94.9 99.2 98.3 99.7 96.6 98.3

4 99.5 100.9 101.3 102.6 97.5 100.7 99.7 101.1 98.3 99.9

5 100.8 102.1 102.5 103.4 99.1 102.3 100.7 102.1 99.7 100.9

6 101.7 102.9 103.0 103.7 100.3 103.2 101.9 103.2 100.6 101.8

7 101.3 102.3 102.0 102.7 100.4 103.0 101.8 103.0 100.1 101.4

8 101.1 102.0 101.6 102.2 100.4 102.7 102.1 103.1 99.6 100.9

9 102.7 103.5 103.1 103.8 102.0 104.5 103.4 104.5 101.0 102.5

10 103.4 104.3 103.7 104.6 102.8 105.3 104.1 105.3 102.0 103.2

11 103.1 103.9 103.3 104.3 102.4 104.9 103.6 105.0 101.7 102.8

12 102.2 103.0 102.5 103.2 101.7 103.8 102.6 103.8 100.5 101.5

13 101.7 102.4 101.9 102.5 101.1 103.2 101.8 103.1 100.4 101.0

14 100.6 101.0 100.8 101.0 100.3 101.7 100.8 101.7 100.8 100.2

15 100.2 100.4 100.2 100.4 100.4 101.0 99.7 100.6 99.9 99.8

16 100.3 100.5 100.1 100.3 100.8 101.0 100.2 100.8 100.3 100.5

17 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

18 100.5 100.6 100.3 100.4 100.3 100.5 100.6 100.7 101.0 100.9

19 100.5 100.7 100.1 100.4 100.2 100.5 100.7 100.8 101.0 100.8

 1 月 100.2 100.3 99.6 99.7 99.8 100.1 100.8 100.8 100.5 100.3

 2 99.6 99.6 99.2 99.3 99.1 99.2 100.2 100.0 100.3 100.0

 3 99.9 100.0 99.4 99.5 99.6 99.9 100.3 100.3 100.5 100.2

 4 100.1 100.2 99.5 99.7 99.7 100.0 100.4 100.4 100.5 100.3

 5 100.4 100.6 100.0 100.2 100.0 100.3 100.7 100.8 100.9 100.7

 6 100.5 100.7 99.9 100.1 100.3 100.7 100.6 100.7 101.1 100.9

 7 100.2 100.3 99.6 99.8 100.0 100.3 100.3 100.3 100.8 100.5

 8 100.6 100.8 100.2 100.4 100.3 100.7 100.7 100.7 101.2 101.1

 9 100.8 101.0 100.3 100.6 100.5 100.8 101.0 101.2 101.5 101.4

10 101.2 101.4 100.8 101.2 100.8 101.2 101.2 101.4 101.6 101.5

11 101.1 101.4 101.1 101.5 100.6 100.9 101.1 101.3 101.5 101.4

12 101.5 101.8 101.7 102.2 101.3 101.4 101.2 101.5 101.6 101.5

平成 11年 -0.3 -0.4 -0.4 -0.3 -0.4 -0.4 -0.5 -0.3 -0.3 -0.4

12 -0.8 -0.9 -0.8 -1.1 -0.7 -1.0 -1.0 -1.1 -1.2 -1.3

13 -0.5 -0.6 -0.5 -0.7 -0.6 -0.6 -0.7 -0.7 -0.1 -0.5

14 -1.1 -1.3 -1.1 -1.4 -0.8 -1.5 -1.0 -1.4 0.4 -0.8

15 -0.4 -0.6 -0.6 -0.6 0.1 -0.6 -1.1 -1.0 -0.9 -0.4

16 0.1 0.1 -0.1 -0.1 0.4 0.0 0.5 0.2 0.4 0.7

17 -0.3 -0.5 -0.1 -0.3 -0.8 -1.0 -0.2 -0.8 -0.3 -0.5

18 0.5 0.6 0.3 0.4 0.3 0.5 0.6 0.7 1.0 0.9

19 0.0 0.1 -0.2 0.0 -0.1 0.0 0.1 0.1 0.0 -0.1

茨 城 県 水 戸 市 日 立 市 土 浦 市

持家の帰
属家賃を
除く総合

持家の帰
属家賃を
除く総合

持家の帰
属家賃を
除く総合

持家の帰
属家賃を
除く総合

対

前

年

上

昇

率

％

県 市 別

 年　月

項　目 
持家の帰
属家賃を
除く総合

第２表　　総　合　指　数

平成19年

指

数

値

古 河 市

総

合

総

合

総

合

総

合

総

合
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96.4 96.1 - - 96.0 96.7 - - 94.1 95.6 95.8 96.4 1990年平均

100.1 99.7 - - 98.4 99.1 - - 97.3 98.8 98.9 99.6 1991

101.1 101.0 - - 100.3 100.6 - - 98.9 100.4 100.9 101.3 1992

102.3 101.9 - - 101.3 101.5 - - 100.2 101.6 102.1 102.2 1993

103.2 102.8 - - 102.2 102.5 - - 100.8 102.0 102.8 102.6 1994

102.5 102.2 101.0 101.2 101.4 101.4 101.6 102.1 100.7 101.8 102.5 102.3 1995

101.8 101.5 100.8 101.0 101.3 101.0 101.4 101.5 100.8 101.8 102.5 102.3 1996

102.9 102.9 102.2 102.5 103.2 102.9 103.1 103.1 102.7 103.4 103.8 103.8 1997

104.1 103.6 103.2 103.3 103.9 103.7 103.7 103.9 103.3 104.1 104.6 104.7 1998

103.2 102.9 103.0 103.4 103.9 103.3 103.4 103.8 103.0 103.7 104.2 104.0 1999

102.5 102.2 102.8 102.9 103.5 102.5 102.1 102.6 102.2 102.8 103.2 103.0 2000

101.7 101.6 101.3 101.6 102.8 101.7 102.7 102.6 101.5 101.8 102.1 102.1 2001

101.0 100.8 100.0 100.5 100.8 100.4 101.0 100.8 100.6 100.7 101.0 101.0 2002

100.7 100.5 100.1 100.3 100.1 100.0 100.3 100.0 100.3 100.4 100.6 100.6 2003

100.8 100.8 100.2 100.5 100.4 100.5 100.2 100.3 100.3 100.4 100.5 100.6 2004

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 2005

100.4 100.8 100.8 100.9 100.6 100.8 100.0 100.1 100.3 100.3 100.1 100.2 2006

100.7 101.0 101.4 101.5 100.7 100.9 99.9 100.1 100.3 100.4 100.2 100.1 2007

100.3 100.7 101.2 101.2 100.5 100.5 99.4 99.4 100.0 100.0 99.9 99.82007年 1 月

99.6 99.8 100.4 100.3 100.0 99.9 98.9 98.9 99.5 99.5 99.5 99.3 2

99.9 100.2 100.9 100.9 100.3 100.3 99.3 99.4 99.8 99.8 99.9 99.8 3

100.1 100.5 101.3 101.4 100.0 100.2 99.5 99.6 100.1 100.1 100.2 100.2 4

100.7 101.1 101.2 101.4 100.7 100.9 99.7 99.9 100.4 100.5 100.4 100.4 5

100.7 101.0 101.7 101.8 100.8 101.0 99.9 100.1 100.2 100.3 100.1 100.1 6

100.4 100.6 101.3 101.4 100.4 100.6 99.5 99.5 100.1 100.1 99.9 99.8 7

101.0 101.3 101.6 101.8 100.9 101.2 99.9 100.0 100.6 100.7 100.3 100.4 8

101.2 101.5 101.6 101.8 101.1 101.5 100.2 100.3 100.6 100.8 100.5 100.5 9

101.4 101.7 102.0 102.2 101.1 101.4 100.8 101.1 100.9 101.0 100.6 100.6 10

101.2 101.5 101.8 102.0 101.0 101.4 100.9 101.0 100.7 100.8 100.3 100.2 11

101.4 101.8 102.0 102.2 101.7 102.1 101.2 101.4 100.9 101.1 100.5 100.4 12

-0.9 -0.7 -0.2 0.1 0.0 -0.4 -0.3 -0.1 -0.3 -0.4 -0.4 -0.7 1999年平均

-0.7 -0.6 -0.2 -0.5 -0.4 -0.8 -1.2 -1.2 -0.7 -0.9 -1.0 -1.0 2000

-0.7 -0.6 -1.4 -1.2 -0.7 -0.7 0.5 0.0 -0.7 -0.9 -1.1 -0.9 2001

-0.7 -0.8 -1.3 -1.1 -1.9 -1.3 -1.6 -1.7 -0.9 -1.1 -1.0 -1.0 2002

-0.3 -0.3 0.1 -0.2 -0.7 -0.4 -0.7 -0.8 -0.3 -0.3 -0.4 -0.4 2003

0.1 0.3 0.1 0.2 0.3 0.5 -0.1 0.3 0.0 0.0 -0.1 0.0 2004

-0.8 -0.8 -0.2 -0.5 -0.4 -0.5 -0.2 -0.3 -0.3 -0.4 -0.5 -0.6 2005

0.4 0.8 0.8 0.9 0.6 0.8 0.0 0.1 0.3 0.3 0.1 0.2 2006

0.3 0.2 0.6 0.6 0.1 0.1 -0.1 0.0 0.0 0.1 0.1 -0.1 2007

全 国

総

合

持家の帰
属家賃を
除く総合

持家の帰
属家賃を
除く総合

東 京 都 区 部

総

合

総

合

総

合

総

合

持家の帰
属家賃を
除く総合

持家の帰
属家賃を
除く総合

持家の帰
属家賃を
除く総合

総

合

持家の帰
属家賃を
除く総合

取 手 市 つ く ば 市 鹿 島 地 方筑 西 市
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対前年比 対前年比

（％） （％）

100.3 0.3 100.5 100.3 0.0 100.8

大 都 市 100.2 0.2 100.6 100.3 0.1 100.7

中 都 市 100.2 0.2 100.5 100.3 0.1 100.8

小 都 市 Ａ 100.2 0.2 100.3 100.3 0.1 100.7

小 都 市 Ｂ 100.5 0.5 100.4 100.7 0.2 101.1

町 村 100.4 0.4 100.5 100.5 0.1 101.1

北 海 道 100.6 0.6 100.3 100.7 0.1 100.1

東 北 100.5 0.5 100.4 100.4 -0.1 100.8

関 東 100.3 0.3 100.7 100.4 0.1 100.9

北 陸 100.2 0.2 100.0 100.0 -0.2 100.2

東 海 100.4 0.4 100.5 100.3 -0.1 100.9

近 畿 100.1 0.1 100.5 100.1 0.0 100.9

中 国 100.3 0.3 100.1 100.4 0.1 100.8

四 国 100.1 0.1 100.1 100.3 0.2 100.5

九 州 100.1 0.1 100.6 100.3 0.2 101.0

沖 縄 100.0 0.0 99.7 100.2 0.2 100.2

札 幌 市 100.2 0.2 100.2 100.1 -0.1 99.4

青 森 市 100.2 0.2 99.9 99.9 -0.3 99.4

盛 岡 市 100.9 0.9 100.6 100.3 -0.6 100.1

仙 台 市 100.3 0.3 100.3 100.5 0.2 100.3

秋 田 市 100.2 0.2 100.3 99.3 -0.9 98.8

山 形 市 100.9 0.9 101.9 100.5 -0.4 102.4

福 島 市 100.2 0.2 99.5 100.4 0.2 100.5

水 戸 市 100.3 0.3 101.0 100.1 -0.2 101.0

宇 都 宮 市 100.0 0.0 101.0 100.7 0.7 102.4

前 橋 市 100.0 0.0 100.8 99.6 -0.4 101.1

さいたま市 99.9 -0.1 99.9 100.1 0.2 99.9

千 葉 市 100.3 0.3 101.0 100.3 0.0 100.9

東京都区部 100.1 0.1 100.4 100.2 0.1 100.6

横 浜 市 100.4 0.4 100.9 100.7 0.3 101.1

新 潟 市 100.4 0.4 100.1 99.9 -0.5 99.6

富 山 市 99.8 -0.2 99.9 99.9 0.1 100.0

金 沢 市 99.7 -0.3 100.0 100.1 0.4 101.3

福 井 市 100.3 0.3 101.4 100.1 -0.2 102.2

甲 府 市 100.1 0.1 99.6 100.5 0.4 100.6

長 野 市 100.8 0.8 101.2 100.8 0.0 100.9

都

道

府

県

庁

所

在

市

地

方

都

市

階

級

総　　合 食　　料

第８表　　都市階級別,県庁所在都市別総合及び食料指数

地　　　域

全 国

平成19年

食　　料総　　合

平成18年
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対前年比 対前年比

（％） （％）

岐 阜 市 100.7 0.7 100.4 100.9 0.2 101.1

静 岡 市 99.5 -0.5 100.7 99.7 0.2 101.9

名 古 屋 市 100.2 0.2 100.4 100.5 0.3 100.7

津 市 100.2 0.2 100.0 100.3 0.1 99.5

大 津 市 100.4 0.4 100.8 100.2 -0.2 100.4

京 都 市 99.9 -0.1 100.9 99.9 0.0 101.0

大 阪 市 100.1 0.1 101.0 100.0 -0.1 100.9

神 戸 市 100.0 0.0 101.0 99.9 -0.1 101.1

奈 良 市 99.7 -0.3 99.7 99.9 0.2 100.3

和 歌 山 市 100.3 0.3 100.4 100.9 0.6 102.1

鳥 取 市 99.6 -0.4 98.7 99.4 -0.2 98.9

松 江 市 100.5 0.5 99.5 100.6 0.1 100.9

岡 山 市 100.4 0.4 99.6 100.7 0.3 100.5

広 島 市 100.2 0.2 99.6 100.3 0.1 100.3

山 口 市 99.9 -0.1 100.6 99.3 -0.6 100.4

徳 島 市 99.6 -0.4 99.7 99.6 0.0 100.0

高 松 市 100.0 0.0 99.6 100.4 0.4 100.9

松 山 市 100.2 0.2 100.0 100.2 0.0 99.8

高 知 市 99.7 -0.3 99.4 99.7 0.0 98.5

福 岡 市 100.1 0.1 100.2 100.0 -0.1 100.6

佐 賀 市 100.1 0.1 99.3 99.8 -0.3 99.4

長 崎 市 99.8 -0.2 100.7 99.7 -0.1 101.0

熊 本 市 100.0 0.0 101.4 99.9 -0.1 101.5

大 分 市 100.3 0.3 100.5 100.3 0.0 100.8

宮 崎 市 99.8 -0.2 100.2 99.8 0.0 100.9

鹿 児 島 市 100.1 0.1 100.1 100.0 -0.1 99.8

那 覇 市 99.8 -0.2 99.3 100.2 0.4 100.2

100.3 0.3 101.1 100.4 0.1 101.2

100.1 0.1 100.4 100.3 0.2 100.6

注１）都道府県庁所在市の地域は，平成16年10月15日現在の区域による。ただし，ウエイトについては，

　　平成14年７月１日現在の区域による。

  ２）都市階級は平成12年10月１日現在の人口による。

　　　大都市  ：政令指定都市（静岡市を除く。）及び東京都区部

　　  中都市  ：人口１５万以上１００万未満の市及び静岡市

　　  小都市Ａ：人口５万以上１５万未満の市

　　  小都市Ｂ：人口５万未満の市

総　　合 食　　料総　　合

平成18年 平成19年

食　　料
地　　　域

都

道

府

県

庁

所

在

市

川 崎 市

北 九 州 市
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総 合 総 合

持家の帰属 持家の帰属

家賃を除く 家賃を除く

100.0 100.0 100.0 90.1 92.4 92.5

大 都 市 104.8 104.3 103.9 94.4 96.4 96.1

中 都 市 100.1 100.4 100.2 90.2 92.7 92.7

小 都 市 Ａ 98.4 99.0 98.8 88.6 91.5 91.4

小 都 市 Ｂ 96.6 96.3 97.6 87.0 89.0 90.2

町 村 96.6 97.0 98.0 87.1 89.6 90.7

北 海 道 102.3 99.3 103.2 92.2 91.7 95.5

東 北 98.3 97.3 99.0 88.6 89.9 91.5

関 東 103.0 102.9 101.9 92.8 95.1 94.3

北 陸 99.9 98.7 100.4 90.0 91.2 92.8

東 海 99.9 100.7 100.4 90.1 93.0 92.9

近 畿 101.6 102.0 101.7 91.5 94.2 94.1

中 国 98.8 98.3 99.7 89.0 90.8 92.2

四 国 96.6 96.9 97.6 87.1 89.5 90.3

九 州 96.7 96.6 97.5 87.1 89.2 90.2

沖 縄 95.2 96.7 95.9 85.8 89.4 88.7

札 幌 市 103.1 100.4 103.9 92.9 92.8 96.1

青 森 市 100.2 98.3 100.6 90.3 90.8 93.1

盛 岡 市 102.3 103.4 102.9 92.1 95.6 95.1

仙 台 市 99.4 97.5 99.6 89.6 90.1 92.1

秋 田 市 98.3 96.0 98.5 88.6 88.7 91.0

山 形 市 103.3 103.4 103.7 93.0 95.5 95.9

福 島 市 100.0 100.4 100.7 90.1 92.7 93.1

水 戸 市 100.3 98.3 100.4 90.4 90.8 92.8

宇 都 宮 市 101.9 100.3 101.9 91.9 92.7 94.2

前 橋 市 99.1 101.3 99.4 89.3 93.6 92.0

さ い た ま 市 104.6 104.9 104.0 94.2 97.0 96.2

千 葉 市 102.1 102.4 101.9 92.0 94.6 94.2

東 京 都 区部 111.0 108.2 108.1 100.0 100.0 100.0

横 浜 市 110.1 107.9 108.3 99.2 99.7 100.2

新 潟 市 103.2 101.3 103.6 93.0 93.6 95.8

注１）都道府県庁所在市の地域は，平成16年10月15日現在の区域による。ただし，ウエイトについては，  

　　平成14年７月１日現在の区域による。

　２）都市階級は平成12年10月１日現在の人口による。

　　　大都市　：政令指定都市（静岡市を除く。）及び東京都区部

　　　中都市　：人口15万以上100万未満の市及び静岡市

　　　小都市Ａ：人口５万以上15万未満の市

　　　小都市Ｂ：人口５万未満の市

第９表　　都市階級別,県庁所在都市別消費者物価地域差指数 (平成18年平均)

全国平均＝100 東京都区部＝100

食 料
家賃を除く
総 合

食 料
家賃を除く
総 合

都

道

府

県

庁

所

在

市

全 国

地 域

都

市

階

級

地

方
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総 合 総 合

持家の帰属 持家の帰属

家賃を除く 家賃を除く

富 山 市 101.2 102.2 101.9 91.2 94.4 94.2

金 沢 市 104.0 101.5 104.5 93.7 93.7 96.6

福 井 市 101.2 103.2 102.2 91.2 95.3 94.5

甲 府 市 101.8 99.9 102.0 91.7 92.3 94.4

長 野 市 100.8 98.2 101.2 90.9 90.8 93.6

岐 阜 市 99.4 98.5 100.2 89.6 91.0 92.7

静 岡 市 104.4 102.2 104.4 94.1 94.4 96.6

名 古 屋 市 104.5 105.0 104.7 94.1 97.0 96.8

津 市 100.7 102.1 101.5 90.7 94.3 93.8

大 津 市 100.2 99.1 100.7 90.3 91.6 93.1

京 都 市 105.7 107.2 105.7 95.2 99.1 97.8

大 阪 市 107.0 106.3 106.7 96.5 98.3 98.6

神 戸 市 103.9 104.8 104.0 93.6 96.8 96.2

奈 良 市 100.5 99.6 100.5 90.6 92.1 92.9

和 歌 山 市 102.2 102.6 102.6 92.1 94.8 94.9

鳥 取 市 99.6 97.9 100.4 89.8 90.4 92.9

松 江 市 101.7 100.7 102.3 91.7 93.1 94.7

岡 山 市 104.3 105.5 105.1 94.0 97.5 97.2

広 島 市 101.6 100.2 102.2 91.5 92.6 94.5

山 口 市 101.2 102.4 102.1 91.2 94.6 94.4

徳 島 市 98.7 98.6 99.1 89.0 91.1 91.7

高 松 市 98.4 95.2 99.0 88.7 87.9 91.6

松 山 市 98.4 98.8 99.6 88.7 91.3 92.1

高 知 市 99.3 101.2 100.1 89.4 93.5 92.5

福 岡 市 100.4 100.0 100.8 90.5 92.4 93.2

佐 賀 市 99.0 98.5 99.6 89.2 91.0 92.1

長 崎 市 102.7 102.7 103.2 92.6 94.9 95.4

熊 本 市 99.4 100.5 100.0 89.5 92.8 92.5

大 分 市 99.7 101.5 100.6 89.8 93.8 93.1

宮 崎 市 96.3 99.5 97.3 86.8 91.9 90.0

鹿 児 島 市 101.2 102.2 101.5 91.1 94.5 93.9

那 覇 市 95.9 98.3 96.8 86.5 90.9 89.5

108.3 107.9 106.3 97.6 99.7 98.3

99.2 100.2 99.9 89.4 92.6 92.4

都

道

府

県

庁

所

在

市

川 崎 市

北 九 州 市

全国平均＝100 東京都区部＝100

家賃を除く
総 合

食 料
地 域 家賃を除く

総 合
食 料
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第10表 　全  国  中  分  類  指  数

前　年　比　（％）
平成19年 平成18年 平成17年

19年 18年 17年
平均 平均 平均 寄与度

100.3 100.3 100.0 0.0 0.00 0.3 -0.3

100.1 100.1 100.0 0.0 0.00 0.1 -0.1

100.4 100.3 100.0 0.1 0.09 0.3 -0.4

100.2 100.1 100.0 0.1 0.08 0.1 -0.1

99.3 99.6 100.0 -0.3 -0.20 -0.4 -0.4

100.8 100.5 100.0 0.3 0.08 0.5 -0.9

105.0 104.3 100.0 0.7 0.03 4.3 -3.4

100.1 99.8 100.0 0.3 0.07 -0.2 -0.5

97.8 98.3 100.0 -0.5 -0.01 -1.7 -6.6

103.1 102.2 100.0 0.9 0.02 2.2 -0.6

生 鮮 魚 介 104.1 102.8 100.0 1.3 0.02 2.8 -1.8

102.7 100.8 100.0 1.9 0.04 0.8 1.9

97.5 97.8 100.0 -0.3 0.00 -2.2 2.2

101.7 103.3 100.0 -1.5 -0.04 3.3 -4.2

生 鮮 野 菜 103.1 105.8 100.0 -2.6 -0.04 5.8 -6.5

108.8 103.7 100.0 4.9 0.05 3.7 -0.8

生 鮮 果 物 109.3 104.0 100.0 5.1 0.05 4.0 -0.7

99.2 98.7 100.0 0.5 0.01 -1.3 -0.7

100.4 100.0 100.0 0.4 0.01 0.0 0.1

101.1 100.5 100.0 0.6 0.02 0.5 0.5

96.9 97.9 100.0 -1.0 -0.01 -2.1 -1.8

98.0 99.1 100.0 -1.1 -0.01 -0.9 -0.1

101.2 100.5 100.0 0.7 0.04 0.5 0.1

99.8 100.0 100.0 -0.2 -0.04 0.0 -0.1

100.0 100.0 100.0 0.0 0.00 0.0 -0.3

99.8 100.0 100.0 -0.2 -0.04 0.0 0.0

持家の帰属家賃を除く家賃 99.8 100.0 100.0 -0.2 -0.01 0.0 -0.3

100.1 100.0 100.0 0.1 0.00 0.0 -0.4

104.4 103.6 100.0 0.8 0.05 3.6 0.8

101.1 100.7 100.0 0.4 0.01 0.7 -2.4

106.5 104.8 100.0 1.6 0.03 4.8 0.8

126.5 124.6 100.0 1.5 0.01 24.6 23.5

100.8 100.8 100.0 0.0 0.00 0.8 0.5

96.3 97.9 100.0 -1.6 -0.05 -2.1 -2.3

89.0 94.8 100.0 -6.1 -0.06 -5.2 -4.2

95.5 97.6 100.0 -2.2 -0.01 -2.4 -2.9

99.1 99.4 100.0 -0.3 0.00 -0.6 -1.9

101.3 100.3 100.0 1.0 0.01 0.3 -0.9

100.2 98.8 100.0 1.4 0.01 -1.2 -3.0

100.6 100.3 100.0 0.3 0.00 0.3 0.5

　（1）　総合から食料（酒類を除く）及びエネルギー（電気代，都市ガス代，プロパンガス，灯油及びガソリン）を

　　　 除いたもの。

　（2）　生鮮魚介,生鮮野菜,生鮮果物

中      分      類

寝 具 類

家 事 雑 貨

家 事 用 消 耗 品

光 熱 ・ 水 道

電 気 代

ガ ス 代

他 の 光 熱

住 居

持家の帰 属家 賃を 除く 住居

家 事 サ ー ビ ス

上 下 水 道 料

家 具 ・ 家 事 用 品

家 庭 用 耐 久 財

室 内 装 備 品

家 賃

設 備 修 繕 ・ 維 持

調 理 食 品

飲 料

酒 類

外 食

野 菜 ・ 海 藻

果 物

油 脂 ・ 調 味 料

菓 子 類

穀 類

魚 介 類

肉 類

乳 卵 類

食料（酒類を除く）及び

  　エネルギーを除く総合 
（1）

食 料

生 　　鮮　 　食　 　品 
（2）

生 鮮 食 品 を 除 く 食 料

総 合

生 鮮 食 品 を 除 く 総 合

持家の帰 属家 賃を 除く 総合

持家の帰属家賃及び
    　　  生鮮食品を除く総合
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平成１７年＝１００

前　年　比　（％）
平成19年 平成18年 平成17年

19年 18年 17年
平均 平均 平均 寄与度

101.4 100.8 100.0 0.6 0.03 0.8 0.7

101.5 101.1 100.0 0.4 0.01 1.1 1.5

和 服 99.1 99.4 100.0 -0.3 0.00 -0.6 0.0

洋 服 101.7 101.3 100.0 0.4 0.01 1.3 1.6

101.4 100.7 100.0 0.7 0.01 0.7 1.2

シ ャ ツ ・ セ ー タ ー 類 102.0 100.9 100.0 1.1 0.01 0.9 1.3

下 着 類 100.0 100.4 100.0 -0.4 0.00 0.4 0.9

102.0 100.6 100.0 1.4 0.01 0.6 -1.5

99.0 99.4 100.0 -0.4 0.00 -0.6 -1.5

102.1 101.1 100.0 1.0 0.00 1.1 0.4

99.7 99.4 100.0 0.3 0.01 -0.6 -0.4

98.5 99.5 100.0 -1.0 -0.01 -0.5 -0.4

99.0 99.4 100.0 -0.4 0.00 -0.6 -1.4

100.6 99.4 100.0 1.2 0.03 -0.6 -0.1

100.4 100.3 100.0 0.1 0.01 0.3 0.3

99.8 99.7 100.0 0.1 0.00 -0.3 0.0

103.4 102.4 100.0 1.0 0.08 2.4 2.9

94.4 96.4 100.0 -2.1 -0.07 -3.6 -6.8

101.4 100.7 100.0 0.7 0.03 0.7 0.7

101.4 100.7 100.0 0.7 0.02 0.7 0.7

101.7 100.3 100.0 1.4 0.00 0.3 -0.1

101.7 100.7 100.0 1.0 0.01 0.7 0.7

97.2 98.5 100.0 -1.3 -0.14 -1.5 -0.9

67.8 81.4 100.0 -16.7 -0.16 -18.6 -12.3

98.9 100.1 100.0 -1.2 -0.03 0.1 -0.9

100.7 100.5 100.0 0.2 0.00 0.5 0.4

101.6 100.7 100.0 0.9 0.05 0.7 -0.1

101.7 100.9 100.0 0.8 0.05 0.9 0.3

99.7 100.0 100.0 -0.3 0.00 0.0 0.2

98.9 99.0 100.0 -0.1 0.00 -1.0 -0.9

105.9 103.8 100.0 2.0 0.02 3.8 1.4

109.1 104.6 100.0 4.3 0.03 4.6 0.0

100.8 100.4 100.0 0.4 0.01 0.4 1.5

<<　別掲　>>

107.6 105.8 100      1.7 0.136        -

101.3 100.6 100.0 0.7 0.03 0.6 0.5

97.4 98.5 100.0 -1.1 -0.13 -1.5 -0.8

95.8 97.3 100      -1.5 -0.07 -3       -

被 服 及 び 履 物

衣 料

シャツ・セーター・下着類

履 物 類

他 の 被 服 類

被 服 関 連 サ ー ビ ス

保 健 医 療

医薬品・健康保持用摂取品

保 健 医 療 用 品 ・ 器 具

保 健 医 療 サ ー ビ ス

交 通 ・ 通 信

交 通

自 動 車 等 関 係 費

通 信

教 育

授 業 料 等

教 科 書 ・ 学 習 参 考 教 材

補 習 教 育

教 養 娯 楽

教 養 娯 楽 用 耐 久 財

教 養 娯 楽 用 品

書 籍 ・ 他 の 印 刷 物

教 養 娯 楽 サ ー ビ ス

諸 雑 費

情 報 通 信 関 係 費

中      分      類

他 の 諸 雑 費

エ ネ ル ギ ー

教 育 関 係 費

教 養 娯 楽 関 係 費

理 美 容 サ ー ビ ス

理 美 容 用 品

身 の 回 り 用 品

た ば こ
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Ⅲ 消費者物価指数の概要 
 

 

１ 指数の性格 

 

 

２ 基準時及び基準時価格 

 

 

３ ウエイト 

 

 

４ 指数の計算方法 

 

 

５ 変化率の計算 

 

 

６ 寄与度・寄与率の計算 

 

 

７ 指数の作成系列 

 

 

８ 指数品目 

 

 （別表1）平成17年基準 茨城県消費者物価指数品目一覧 

 

 （別表2）中分類の品目数及びウエイト 
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Ⅲ 消費者物価指数の概要 
 
 
１ 指数の性格 

消費者物価指数は，全国の世帯が購入する家計に係る財及びサービスの価格等を総合した物価の  

変動を時系列的に測定するものである。すなわち，消費者物価指数は，家計の消費構造を一定のも  

のに固定し，これに要する費用が物価の変動によってどう変化するかを指数値で示したものである。  

したがって，世帯が購入する財とサービスの種類，品質及び購入数量の変化を伴った生計費の変化  

を測定するものではない。 

 

２ 基準時及び基準時価格 

指数の基準時（指数値を100とする時点）は，平成17年の１年間である。 

また，平成17年基準の指数に用いる各市・地方別の基準時価格は，「小売物価統計調査」及び「茨

城県消費者物価調査」による平成 17 年１～12 月の価格の単純平均である。ただし，生鮮食品（生

鮮魚介，生鮮野菜，生鮮果物）については，月別ウエイトによる加重平均により算出している。 

 

３ ウエイト 

ウエイトは，主に家計調査（指定統計第56号）によって得られた市町村別の平成17年平均１か

月の１世帯当たり品目別消費支出金額を用いて作成している。ただし，生鮮食品の品目別ウエイト

は，家計調査の平成17年の品目別消費支出金額のほか，16年及び17年の月別購入数量を用いて算

出した月別ウエイトである（中分類ウエイトは年間を通じて固定されている）。 

 

４ 指数の計算方法 

指数算式は，基準時加重相対法算式（ラスパイレス型）である。 

 

(1) 算式 
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 (2) 指数計算の手順 

指数は，市別品目別価格指数をもとにして，以下の手順に従って計算する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市 別 類 指 数 

市 別 総 合 指 数 

市別品目別価格指数 

県 平 均 類 指 数 

県 平 均 総 合 指 数 

県 平 均 品 目 別 指 数 

比較時基準時　

品目

　ウエイト　　

購入数量価格　　

指数
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① 市別品目別比較時価格を基準時価格で除し，市別品目別価格指数を求め，さらに市別品目別

ウエイトにより加重平均して県平均品目別価格指数を計算する。  

② 次に，上記により求めた市別品目別価格指数を品目別ウエイトにより加重平均して，市別類

指数を求め，さらにこれを市別類ウエイトにより加重県平均して県平均類指数を計算する。 

同様に，順次上位の市別類指数及び県平均類指数を計算する。 

③ 市別総合指数を市別総合ウエイトで平均加重して県平均総合指数を計算する。 

 

(3) 年平均指数の計算 

生鮮食品以外の品目別価格指数及び類指数は，１～12月の各月の指数値の単純平均である。 

生鮮食品の品目別価格指数は，月別の指数計算に用いる月別ウエイトによる加重平均によって

算出する。 

 

５ 変化率の計算 

前月比は，品目及び類ごとに次式により計算する。 

 

 

 

 

 

 

 

なお，集計には後者を用いる。 

 

また，前年同月比は，品目及び類ごとに，次式により計算する。 

 

 

 

 

 

 

 

なお，集計には後者を用いる。 

前期比，前年同期比についても上記と同様に計算する。 

指数の変化や変化率の値の差は，「○○ポイントの差」と表現する。 

 

1001

100(%)

　　　　　　　　
前月の指数

当月の指数
　　　　　　　　　

　　　　
前年同月の指数

　前月の指数当月の指数　　
　　　　前年比　
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1001

100(%)

　　　　　　　　
前月の指数

当月の指数
　　　　　　　　　

　　　　
前年同月の指数

　前月の指数当月の指数　　
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1001

100(%)

　　　　　　　　
前年同月の指数

当月の指数
　　　　　　　　　　　

　　　　
前年同月の指数

　前年同月の指数当月の指数　　
　　　　前年同月比　
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６ 寄与度・寄与率の計算 

(1) 寄与度の計算 

寄与度とは，ある品目又は類の指数の変動が，総合指数の変化率のうち何ポイント寄与したか

を示すものであり，計算式は次のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

全品目の寄与度を合計すると，総合指数の変化率に一致する。 

 

(2) 寄与率の計算 

寄与率は，総合指数の変化率に対する各品目の寄与度を百分率で表したものであり，計算式は

次のとおりである。 

 

品目Ａの寄与度 
品目Ａの寄与率（％）＝             × 100 

総合指数の変化率（％） 

 

 

全品目の寄与率を合計すると100%に一致する。 

 

７ 指数の作成系列 

(1) 基本分類指数 

類別指数は，総合指数のほか，10大費目及びこれを細分化した中分類指数並びに基本分類の別

掲項目として，「持家の帰属家賃を除く総合」，「生鮮食品を除く総合」等の指数を作成している。

本県では，県平均，水戸市，日立市，土浦市，古河市，取手市，つくば市，筑西市，鹿島地方の

９系列について基本文類指数を作成している。 

 

(2) 財・サービス分類指数 

品目を主として財であるかサービスであるかによって分類した財・サービス分類指数を作成し

ている。本県では，９系列について，財・サービス分類指数を作成している。 

 

８ 指数品目 

指数作成に用いられる品目は，世帯が購入する多数の財及びサービス全体の物価変動を代表でき

るように，家計の消費支出上重要度の高いもの，価格変動の面で代表性のあるもの，さらに，継続

調査が可能であること等の観点から選定した580品目に持家の帰属家賃４品目を加えた584品目と

している。 

 

 

品目Ａの 
寄 与 度 ＝ 

当期の 
品目Ａの指数 

前期の 
品目Ａの指数 － × 品目Ａのウエイト 

総合のウエイト 
× 100 

前 期 の 総 合 指 数 



１ ２ １ ２

食料 穀類 米類 うるち米　　　　　　［国産米Ａ 国産米Ｂ ブレンド米］
もち米

パン 食パン あんパン カレーパン

めん類 ゆでうどん 干しうどん スパゲッティ 即席めん
生中華めん *ゆで沖縄そば

他の穀類 小麦粉 もち

魚介類 生鮮魚介 まぐろ あじ いわし かつお
かれい さけ さば さんま
たい ぶり いか たこ
えび *はまだい *たかさご あさり
かき（貝） ほたて貝

塩干魚介 塩さけ たらこ しらす干し 干しあじ
丸干しいわし 煮干し ししゃも

魚肉練製品 揚げかまぼこ ちくわ かまぼこ

他の魚介 かつお節 魚介漬物 魚介つくだ煮 魚介缶詰
加 工 品 塩辛

肉類 生鮮肉 牛肉Ａ 牛肉Ｂ 豚肉Ａ 豚肉Ｂ
鶏肉 レバー

加工肉 ハム ソーセージ ベーコン *ポーク缶詰

乳卵類 牛乳・乳製品牛乳 牛乳（配達） 牛乳（店頭売り）

乳製品 粉ミルク ヨーグルト バター チーズ
チーズ（輸入品）

卵 鶏卵

野菜・海藻 生鮮野菜 キャベツ ほうれんそう はくさい ねぎ
レタス ブロッコリー もやし アスパラガス
かんしょ ばれいしょ さといも だいこん
にんじん ごぼう たまねぎ れんこん
ながいも えだまめ さやいんげん かぼちゃ
きゅうり なす トマト ピーマン
生しいたけ えのきだけ しめじ *にがうり
*とうが

乾物・ 乾物・海藻 あずき 干ししいたけ のり わかめ
加工品類 こんぶ ひじき

大豆加工品 豆腐 油揚げ 納豆

他の野菜・ こんにゃく 梅干し だいこん漬 はくさい漬
海藻加工品 福神漬 キムチ こんぶつくだ煮 スイートコーン缶詰

果物 生鮮果物 りんごＡ りんごＢ みかん グレープフルーツ
オレンジ レモン いよかん なし
ぶどうＡ ぶどうＢ かき（果物） もも
すいか メロン いちご バナナ
キウイフルーツ さくらんぼ

果物加工品 果物缶詰

油脂･調味料 油脂 食用油 マーガリン

総合

平成17年基準　茨城県消費者物価指数品目一覧

大分類

中分類 小分類

品　　　　　　　　　　目

（別表1）
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１ ２ １ ２

食料 油脂･調味料 調味料 食塩 しょう油 みそ 砂糖
(続き) (続き) 酢 ソース ケチャップ マヨネーズ

ジャム カレールウ 乾燥スープ 風味調味料
ふりかけ 液体調味料 中華合わせ調味料

菓子類 ようかん まんじゅう だいふく餅 カステラ
ケーキ ゼリー プリン シュークリーム
せんべい（うるち米粉）せんべい（小麦粉）ビスケット ポテトチップス
キャンデー チョコレート アイスクリーム 落花生
チューインガム

調理食品 主食的 弁当（すし） 弁当（すし以外） おにぎり 調理パン
調理食品 冷凍調理ピラフ 調理パスタ

他の調理食品うなぎかば焼き サラダ コロッケ カツレツ
からあげ ぎょうざ 冷凍調理コロッケ 冷凍調理ハンバーグ
調理カレー 混ぜごはんのもと 煮豆

飲料 茶類 緑茶 紅茶 茶飲料

コーヒー･ インスタントコーヒー  コーヒー豆 コーヒー飲料
ココア

他の飲料 果実ジュース 果汁入り飲料 野菜ジュース 炭酸飲料
乳酸菌飲料Ａ 乳酸菌飲料Ｂ ミネラルウォーター スポーツドリンク

酒類 清酒 焼ちゅう ビール 発泡酒
ウイスキー ぶどう酒 ぶどう酒（輸入品） チューハイ

外食 一般外食 うどん（外食） 中華そば *沖縄そば スパゲッティ（外食）
すし（回転ずし） すし（回転ずし以外）親子どんぶり 天どん
カレーライス 牛どん えびフライ *みそ汁
ぎょうざ（外食） ハンバーグ 焼肉 お子様ランチ
ハンバーガー サンドイッチ ピザパイ ドーナツ
コーヒー（外食） ビール（外食）

学校給食 学校給食（小学校低）学校給食（小学校高）学校給食（中学校）

住居 家賃 民営家賃 民営家賃（木造小住宅） 民営家賃（木造中住宅）
民営家賃（非木造小住宅） 民営家賃（非木造中住宅）

公営・ 公営家賃 都市再生機構・公社家賃
都市再生機構･
公社家賃

持家の 持家の帰属家賃（木造小住宅） 持家の帰属家賃（木造中住宅）
帰属家賃 持家の帰属家賃（非木造小住宅） 持家の帰属家賃（非木造中住宅）

設備修繕・ 設備材料 浴槽 温水洗浄便座 給湯機 システムキッチン
維持 板材 塗料 錠

工事その他 畳表取替費 水道工事費 左官手間代 塀工事費
のサービス 植木職手間代 板ガラス取替費 ふすま張替費 大工手間代

ルームエアコン取付け料 火災保険料

光熱・ 電気代 電気代
水道

ガス代 都市ガス代 プロパンガス

他の光熱 灯油

上下水道料 水道料 下水道料

家具・ 家庭用耐久財 家事用耐久財電子レンジ 電気炊飯器 電気ポット ガステーブル
家事用品 電気冷蔵庫 電気掃除機 電気洗濯機 電気アイロン

冷暖房用器具ルームエアコン 温風ヒーター 電気カーペット

大分類

中分類 小分類

品　　　　　　　　　　目
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１ ２ １ ２

家具・ 家庭用耐久財 一般家具 整理だんす 食堂セット 食器戸棚
家事用品 (続き)
(続き)

室内装備品 置時計 照明器具 カーペット カーテン

寝具類 ベッド 布団 毛布 敷布
布団カバー

家事雑貨 食器類 飯茶わん 皿 コーヒーわん皿 ガラスコップ
ワイングラス

台所用品 台所用密閉容器 なべ やかん たわし
レンジ台

他の雑貨 蛍光ランプ タオル ビニールホース 浄水器

家事用消耗品ティシュ・ ティシュペーパー トイレットペーパー
トイレット
ペーパー

洗剤 台所用洗剤 洗濯用洗剤

他の消耗品 ラップ ポリ袋 殺虫剤 防虫剤
柔軟仕上剤 芳香剤 キッチンペーパー

家事サービス家事代行料 家事代行料

清掃代 し尿処理手数料 粗大ごみ処理手数料

他の家事 モップレンタル料
サービス

被服及び 衣料 和服 婦人着物 婦人帯
履物

洋服 男子洋服 背広服（夏物） 背広服（冬物） 男子上着 男子ズボン（夏物）
男子ズボン（冬物） 男子ズボン（ジーンズ）男子コート 男子学校制服

婦人洋服 婦人スーツ（春夏物）婦人スーツ（秋冬物）ワンピース（春夏物）ワンピース（秋冬物）
婦人上着 スカート（春夏物） スカート（秋冬物）
婦人スラックス（冬物） 婦人スラックス（ジーンズ）
婦人コート 女子学校制服

子供洋服 男児ズボン 女児スカート（夏物）女児スカート（冬物）乳児服

シャツ・ シャツ・ 男子シャツ・ワイシャツ（長袖） ワイシャツ（半袖） スポーツシャツ（長袖）
セーター・ セーター類 セーター類 スポーツシャツ（半袖） 男子セーター
下着類

0092
婦人シャツ・ブラウス（長袖） ブラウス（半袖） 婦人Ｔシャツ（長袖）婦人Ｔシャツ（半袖）
セーター類 婦人セーター（長袖）婦人セーター（半袖）

0093
子供シャツ・子供Ｔシャツ（長袖）子供Ｔシャツ（半袖）
セーター類

下着類 男子下着類 男子シャツ 男子ブリーフ 男子パジャマ

婦人下着類 ブラジャー 婦人ショーツ スリップ

子供下着類 子供シャツ

履物類 男子靴 婦人靴 子供靴 運動靴（大人用）
運動靴（子供用） サンダル 草履

大分類

中分類 小分類

品　　　　　　　　　　目
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１ ２ １ ２

被服及び 他の被服類 帽子 ネクタイ マフラー 男子靴下
履物 婦人ストッキング 婦人ソックス ベルト
(続き)

被服関連 洗濯代（ワイシャツ）洗濯代（背広服上下）履物修理代 被服賃借料
サービス

保健医療 医薬品・健康 感冒薬 解熱鎮痛剤 胃腸薬 ビタミン剤Ａ
保持用摂取品 ビタミン剤Ｂ ドリンク剤 皮膚病薬 はり薬

目薬 漢方薬 鼻炎薬 サプリメント

保健医療 紙おむつ 生理用ナプキン 浴用剤 コンタクトレンズ用剤
用品・器具 眼鏡 コンタクトレンズ ヘルスメーター 体温計

血圧計

保健医療 診療代 出産入院料（国立） 出産入院料（公立） マッサージ料金
サービス 人間ドック受診料

交通・ 交通 鉄道運賃(JR)  ［普通運賃（JR,在来線） 普通運賃（JR,新幹線） 料金（JR,在来線）
通信                 料金（JR,新幹線）     通学定期（JR）        通勤定期（JR）]

鉄道運賃（JR以外） [普通運賃（JR以外） 通学定期（JR以外） 通勤定期（JR以外）]
バス代 タクシー代 航空運賃
有料道路料金 [高速自動車国道料金 都市高速道路料金]

自動車等 自動車 軽乗用車 小型乗用車Ａ 小型乗用車Ｂ 小型乗用車（輸入品）
関係費 普通乗用車 普通乗用車（輸入品）

自転車 自転車

自動車等維持ガソリン 自動車タイヤ 自動車バッテリー 自動車ワックス
カーナビゲーション 自動車整備費（定期点検）
自動車整備費（パンク修理） 自動車オイル交換料 車庫借料
駐車料金 自動車免許手数料 レンタカー料金
自動車保険料（自賠責） 自動車保険料（任意）

通信 郵便料         　    ［はがき 封書 速達
書留 小包］ 固定電話通信料 移動電話通信料
運送料 固定電話機 移動電話機

教育 授業料等 ＰＴＡ会費（小学校）ＰＴＡ会費（中学校）私立中学校授業料 公立高校授業料
私立高校授業料 国立大学授業料 私立大学授業料 私立短期大学授業料
公立幼稚園保育料 私立幼稚園保育料 専門学校授業料

教科書・ 教科書 学習参考教材
学習参考教材

補習教育 補習教育（小学校） 補習教育（中学校） 補習教育（高校・予備校）

教養娯楽 教養娯楽用 テレビ（ブラウン管）テレビ（薄型） ステレオセット 携帯オーディオ機器
耐久財 ＤＶＤレコーダー パソコン（デスクトップ型） パソコン（ノート型）

パソコン用プリンタ カメラ ビデオカメラ ピアノ
学習机 テレビ修理代

教養娯楽用品文房具 ボールペン マーキングペン ノートブック アルバム
ＯＡ用紙 セロハン粘着テープ 筆入れ

運動用具 ゴルフクラブ サッカーボール グローブ テニスラケット
釣ざお トレーニングパンツ 水着

がん具 テレビゲーム 人形 がん具自動車 組立がん具

切り花 切り花（カーネーション）   切り花（きく）   切り花（バラ）

他の娯楽用品 フィルム オーディオ記録媒体 録画用ＤＶＤ コンパクトディスク
ＤＶＤソフト ペットフード(ドッグフード)     ペットフード(キャットフード)
植木鉢 園芸用土 乾電池 プリンタ用インク

大分類

中分類 小分類

品　　　　　　　　　　目
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１ ２ １ ２

教養娯楽 書籍・ 新聞代 新聞代　　　　　　［新聞代（地方・ブロック紙） 新聞代（全国紙）］
(続き) 他の印刷物

雑誌 少年誌 趣味教養誌 生活情報誌 パソコン誌
女性誌 週刊誌

書籍 辞書 単行本Ａ 単行本Ｂ

教養娯楽 宿泊料 宿泊料
サービス

パック旅行 外国パック旅行

月謝類 月謝（英会話） 月謝（書道） 月謝（音楽） 月謝（ダンス）
月謝（水泳） 月謝（料理） 自動車教習料

他の教養娯楽受信料 放送受信料（ＮＨＫ) 放送受信料（ケーブル）　放送受信料（ＮＨＫ･ケーブル以外）
サービス

入場・ 映画観覧料 サッカー観覧料 プロ野球観覧料 ゴルフ練習料金
ゲーム代 ゴルフプレー料金 テニスコート使用料 ボウリングゲーム代 プール使用料

フィットネスクラブ使用料 美術館入館料 テーマパーク入場料
競馬場入場料 カラオケルーム使用料

他の娯楽 写真プリント代 ビデオソフトレンタル料       インターネット接続料
サービス 獣医代

諸雑費 理美容 温泉・銭湯入浴料 理髪料 パーマネント代 ヘアーカット代
サービス ヘアカラーリング代 エステティック料金

理美容用品 理容器具 電気かみそり 歯ブラシ

石けん類 化粧石けん ボディーソープ シャンプー ヘアリンス
歯磨き

化粧品 整髪料 ヘアートニック 化粧クリームＡ 化粧クリームＢ
化粧水 乳液Ａ 乳液Ｂ ファンデーションＡ
ファンデーションＢ 口紅Ａ 口紅Ｂ ヘアカラー

身の回り用品かばん類 ハンドバッグ     ハンドバッグ（輸入品）通学用かばん 旅行用かばん

腕時計・指輪 指輪 腕時計 腕時計修理代

他の 男子洋傘 ハンカチーフ
身の回り用品

たばこ たばこ（国産品） たばこ（輸入品）

他の諸雑費 傷害保険料 保育所保育料 介護料 印鑑証明手数料
戸籍抄本手数料 パスポート取得料 振込手数料

注1）　中分類２，小分類２は，原則として家計調査の収支項目分類に対応させているが，異なるところもある。
注2）　「品目」欄に*のある品目は、沖縄県のみで調査している品目であり，沖縄地方の指数計算には算入するが，全国及び都市階級には算入しない。
注3）　「品目」欄で[　]内にある品目は、品目の更に下位の項目として調査している品目である。

大分類

中分類 小分類

品　　　　　　　　　　目
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＜別掲項目＞

別掲項目

生鮮食品 生鮮魚介　生鮮野菜　生鮮果物

生鮮魚介（再掲）

生鮮野菜（再掲）

生鮮果物（再掲）

生鮮食品を除く総合 （総合）－（生鮮食品）

生鮮食品を除く食料 （食料）－（生鮮食品）

持家の帰属家賃を除く総合 （総合）－（持家の帰属家賃）

持家の帰属家賃を除く住居 （住居）－（持家の帰属家賃）

持家の帰属家賃を除く家賃 （家賃）－（持家の帰属家賃）

持家の帰属家賃及び生鮮食品を除く総合 （総合）－（持家の帰属家賃）－（生鮮食品）

エネルギー 電気代　都市ガス代　プロパンガス　灯油　ガソリン 

食料（酒類を除く）及びエネルギーを除く総合 （総合）－（食料）＋（酒類）－（エネルギー）

教育関係費 教育の全品目 学校給食の全品目 男子学校制服 女子学校制服

通学定期（JR） 通学定期（JR以外） 学習机 ボールペン

マーキンクペン ノートブック セロハン粘着テープ 筆入れ

通学用かばん

教養娯楽関係費 学習机，文房具及び自動車教習料を除く教養娯楽の全品目

普通運賃（JR，在来線）  　　　　普通運賃（JR，新幹線） 料金（JR，在来線）

料金（JR，新幹線）　　　　　　  普通運賃（JR以外） バス代

航空運賃　　　　　　　　　　　　旅行用かばん

情報通信関係費 固定電話通信料 　移動電話通信料 　放送受信料（ＮＨＫ)　　放送受信料（ケーブル）

放送受信料（ＮＨＫ･ケーブル以外） インターネット接続料

計算に用いる類又は品目
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（別表２）　　中分類の品目数及びウエイト

茨城県 水戸市 全　国

　総　　　　　合 584 10,000 10,000 10,000

生鮮食品を除く総合 523 9,601 9,629 9,588

持家の帰属家賃を除く総合 580 8,490 8,559 8,578

持家の帰属家賃及び生鮮食品を除く総合 519 8,090 8,188 8,165

食料（酒類を除く）及びエネルギーを除く総合 366 6,906 6,926 6,809

　食　　　　　料 221 2,502 2,415 2,586

生鮮食品 61 399 371 412

生鮮食品を除く食料 160 2,102 2,044 2,174

穀　類 14 204 163 219

魚介類 31 225 212 245

（うち）生鮮魚介 16 132 128 148

肉　類 9 168 154 198

乳卵類 8 107 112 109

野菜・海藻 44 271 252 273

（うち）生鮮野菜 27 165 149 166

果　物 19 107 98 103

（うち）生鮮果物 18 102 95 98

油脂・調味料 17 98 97 101

菓子類 17 222 243 217

調理食品 17 277 265 283

飲　料 14 148 143 145

酒　類 8 125 115 136

外　食 23 551 532 555

　住　　　　　居 27 2,134 2,082 2,039

持家の帰属家賃を除く住居 23 624 641 616

家　賃 10 1,882 1,891 1,766

（うち）持家の帰属家賃を除く家賃 6 372 451 344

設備修繕・維持 17 252 191 272

　光　熱・水　道 6 636 664 676

電気代 1 272 271 292

ガス代 2 174 196 171

他の光熱 1 43 51 53

上下水道料 2 148 147 160

　家具・家事用品 52 334 306 344

家庭用耐久財 14 103 93 111

室内装備品 4 36 21 33

寝具類 5 27 29 29

家事雑貨 14 73 75 71

家事用消耗品 11 70 70 71

家事サービス 4 24 19 30

注）生鮮食品 : 生鮮魚介，生鮮野菜，生鮮果物

中　　　　分　　　　類 品目数
ウエイト
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茨城県 水戸市 全　国

  被服及び履物 63 456 465 464

衣　料 25 201 204 209

和　服 2 15 15 17

洋　服 23 186 189 192

シャツ・セーター・下着類 20 139 133 140

シャツ・セーター類 13 97 92 97

下着類 7 42 41 42

履物類 7 48 47 50

他の被服類 7 36 41 35

被服関連サービス 4 33 40 31

　保　健　医　療 26 424 410 448

医薬品・健康保持用摂取品 12 105 90 122

保健医療用品・器具 9 84 91 86

保健医療サービス 5 236 229 241

　交　通・通　信 45 1,402 1,473 1,392

交　通 14 247 171 250

自動車等関係費 21 790 925 778

通　信 10 365 377 364

　教　　　　　育 16 365 418 364

授業料等 11 273 313 273

教科書・学習参考教材 2 14 25 10

補習教育 3 79 81 81

　教　養　娯　楽 85 1,163 1,188 1,100

教養娯楽用耐久財 13 127 135 118

教養娯楽用品 32 241 239 233

書籍・他の印刷物 11 163 163 161

教養娯楽サービス 29 632 652 588

　諸　　雑　　費 43 584 579 586

理美容サービス 6 124 123 129

理美容用品 19 133 136 134

身の回り用品 9 69 49 73

たばこ 2 59 52 63

他の諸雑費 7 199 219 187

中　　　　分　　　　類 品目数
ウエイト

- 148 -



 

 

 

 

 

 

 

統計資料利用のご案内 

 

茨城県行政情報センターでは，県をはじめ，国・他の都道府県・市町村等

で作成，刊行している各種統計資料を中心に，各種白書，年鑑などを多数取

りそろえております。 

どなたでもお気軽にご利用ください。統計相談窓口も開設しております。 

 

   ◇ 開室時間  平日 午前８時30分から午後５時まで 

 

   ◇ 場  所  茨城県庁 行政棟３階 

           水戸市笠原９７８番６ 

 

   ◇ 電  話  （０２９）３０１－２１５２ 

 

 

なお，調査結果については「いばらき統計情報ネットワーク」及び「いば

らき携帯統計」においても公表しています。 

 

「いばらき統計情報ネットワーク」 

http://www.pref.ibaraki.jp/tokei/ 

「いばらき携帯統計」 

http://www.pref.ibaraki.jp/tokei/i/index.html（ｉモード） 

http://www.pref.ibaraki.jp/tokei/ez/index.html（ＥＺｗｅｂ） 

http://www.pref.ibaraki.jp/tokei/j/index.html（Yahoo!ケータイ） 

 

   

 

 

正しい統計で住みよい茨城を 


